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Phrase-Dry Seminar
★　短答式筆記試験・逐条解説シリーズ　～　条約　～　★
《　条約の足切りだけは、絶対に回避しなければならない　》

短答式筆記試験は、２０１３年度以降劇的に難化し、合格率が約１０％に低下しました。さらに、２０１６年度試験からは科目別基準点制度（が導入され、２０１７年度の短答合格率は８．９％になりました。

　トータルで３９点をクリアしても、４５点取っても、条約で４点取れなければ足切りアウトです。

　なんとしても４点を死守して、足切りを回避しなければなりません。泣くに泣けません！

《　条約の出題傾向は？　》

２０１８年度から出題範囲が拡大しており、この傾向が続くと予想されます。
特184条の3、実48条の3は、特・実の法域から出題する方針になった感じです。
	
	２０１７
	２０１８
	２０１９
	２０２０
	２０２１

	PCT条約・規則
	５
	４
	４
	５
	５

	特184条の3、実48条の3
	１
	１
	０
	＠特実
	＠特実

	国願法
	０
	０
	１
	０
	０

	パリ条約
	２
	２
	２
	２
	２

	TRIPs協定
	２
	２
	２
	２
	２

	ﾊｰｸﾞ･ｼﾞｭﾈｰﾌﾞ改正協定
	０
	１
	１
	１
	１

	ＰＬＴ（特許法条約）
	０
	（１肢）
	０
	０
	０


《　青短・条約の構成　》

(1) ＰＣＴ－１：　ＰＣＴ、ＰＣＴ規則

(2) ＰＣＴ－２：　ＰＣＴ規則

(3) ＰＣＴ－３：　特１８４条の３、実４８条の３、国願法

(4) パリ条約　　　(5) ＴＲＩＰｓ協定　　　(6) ハーグ協定　　　(7) ＰＬＴ（特許法条約）

《　短答式筆記試験・逐条解説（青短）シリーズ・条約の特徴　》

　★ 平成１５年度以降の過去問を１肢ずつに分解し、条文順に配置しています

　★　出題されそうな論点を、〔予想問題〕で補強しています。
　★　条文の同時掲載により条文理解が高速に進み、勉強効率が飛躍的にアップします

　★ 重要な条項には多くの枝問が配置されますので、重要度が直感的に分かります

　　　※星印で出題頻度を表示（★★★☆☆☆☆☆☆☆）

《本資料の著作権は、フレーズドライ・ゼミナールに属するものとします》

　©Phrase-Dry Seminar  ( http://bengorok.jp/ ) 
【特許法】　第九章　特許協力条約に基づく国際出願に係る特例
◆　第１８４条の３シリーズの用語まとめ　◆
	項目
	内容

	国際特許出願
	第１８４条の３第１項の規定により、

日本国への特許出願と認められた国際出願

	外国語特許出願
	外国語でされた国際特許出願

	日本語特許出願
	日本語でされた国際特許出願

	優先日
	特許協力条約第二条（ｘｉ）にて定義

・国際出願が優先権の主張を伴う場合には、その優先権の主張の基礎となる出願の日

・二以上の優先権の主張を伴う場合には最先の出願の日

・優先権の主張を伴わない場合には、国際出願日

	国内書面
	第１８４条の５第１項の書面

	国内書面提出期間
	優先日から二年六月

	国際出願日
	基本は、受理官庁が国際出願を受理した日

	翻訳文提出特例期間
	国内書面提出期間の満了前二月から満了の日までの間に

国内書面を提出した外国語特許出願で、

当該書面の提出の日以前に当該翻訳文を提出していない

外国語特許出願の、国内書面の提出の日から二月

	国内処理基準時
	(１)日本語特許出願の場合

　①優先日から３０カ月の期間が満了する時

　② ①の期間内に出願審査の請求をするときはその請求の時

(２)外国語特許出願の場合

　①優先日から３０カ月の期間が満了する時 

　②翻訳文提出特例期間が満了する時

　③ ①②の期間内に出願審査の請求をするときはその請求の時

	国内公表
	第１８４条の９　※日本語特許出願は関係ない
翻訳文が提出された外国語特許出願について、特許掲載公報の発行をしたものを除き、国内書面提出期間（翻訳文提出特例期間）の経過後に公表する　※詳細な例外は条文を参照のこと


◇　第１８４条の１０　：補償金請求権の発生
	
	日本語特許出願
	外国語特許出願

	国際公開
	〇
	（当然、国際公開されている）


	国内公表
	
	〇


　▼　日本語は　国際公開　補償金　６５条と　時期が同じで　▼

　▼　外国語　国内公表　補償金　発明内容　翻訳文にて　▼
※国内書面の提出と手数料の納付は、当然、必要な条件である（はず）。翻訳文も当然ある。
◇　第１８４条の１２　：手続きの補正

	
	日本語特許出願
	外国語特許出願

	国内書面の提出
	〇
	〇

	（国内書面）手数料の納付
	〇
	〇

	翻訳文の提出
	
	〇

	国内処理基準時の経過
	不要
	〇


　▼　日本語の　補正は５の１　手数料　基準時経過は　不要なり　▼
　▼　外国語　補正は５の１　手数料　翻訳文と　基準時経過　▼
◇　第１８４条の１３　：第２９条の２の先願となる要件
	
	日本語特許出願
	外国語特許出願

	国際公開
	〇
	〇

	翻訳文の提出
	
	〇


▼　外国語　２９の２先願　翻訳文　国際公開　国内は不要　▼
※国内書面の提出と手数料の納付は、当然、必要な条件である（はず）。
◇　第１８４条の１７　：審査請求
	
	日本語特許出願
	外国語特許出願

	国内書面の提出
	〇
	〇

	（国内書面）手数料の納付
	〇
	〇

	翻訳文の提出
	
	〇

	国内書面提出期間の後
（翻訳文提出特例期間の後）
	〇　※出願人以外
	〇　※出願人以外


▼　日本語の　審請５の１　手数料　以外の者は　提出期間後　▼

▼　外国語　審請５の１　手数料　翻訳文と　以外は後で　▼
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆★☆｜☆☆☆☆☆｜☆
（国際出願による特許出願） 

第百八十四条の三  　千九百七十年六月十九日にワシントンで作成された特許協力条約（以下この章において「条約」という。）第十一条（１）若しくは（２）（ｂ）又は第十四条（２）の規定に基づく国際出願日が認められた国際出願であつて、条約第四条（１）（ｉｉ）の指定国に日本国を含むもの（※１）は、その国際出願日にされた特許出願とみなす。 

※１：　特許出願に係るものに限る。

２  　前項の規定により特許出願とみなされた国際出願（以下「国際特許出願」という。）については、第四十三条（※１）の規定は、適用しない。 

※１：　第四十三条の二第二項（第四十三条の三第三項において準用する場合を含む。）及び第四十三条の三第三項において準用する場合を含む。
◇　[第１８４条の３]　規定の内容は？　◇
　　▼　１８４の３（いやよのさん）　日本を含む　出願日　国際特許は　パリ不適用　▼　

《　第２項の趣旨　：　『青本　特許法　第２０版』 第１８４条の３　》

　ＰＣＴに基づく国際出願においても、特許出願等に基づく優先権の主張及びパリ条約による

優先権の主張をすることが認められている。現行特許法は四三条においてパリ条約による優先権の主張の方法を定めているが、国際出願についてはＰＣＴに基づく規則においてその主張の方法を規定していることから、その規定によることとし、二項において四三条は適用しないこととした。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H26-46〕　特許法に規定する国際特許出願に関して。 

(ｲ) 国際特許出願については、特許法第４３条［パリ条約による優先権主張の手続］（第４３条の２第３項において準用する場合を含む。) の規定が適用される。

（×）　第１８４条の３第２項。第４３条の規定は、適用しない。

　　▼　１８４の３（いやよのさん）　日本を含む　出願日　国際特許は　パリ不適用　▼　
⇒《　第２項の趣旨　：　『青本　特許法　第２０版』 第１８４条の３　》
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆★｜☆☆☆☆☆｜☆
（外国語でされた国際特許出願の翻訳文） 
第百八十四条の四  　外国語でされた国際特許出願（以下「外国語特許出願」という。）の出願人は、条約第二条（ｘｉ）の優先日（以下「優先日」という。）から二年六月（以下「国内書面提出期間」という。）以内に、前条第一項に規定する国際出願日（以下「国際出願日」という。）における条約第三条（２）に規定する明細書、請求の範囲、図面（※１）及び要約の日本語による翻訳文を、特許庁長官に提出しなければならない。ただし、国内書面提出期間の満了前二月から満了の日までの間に次条第一項に規定する書面を提出した外国語特許出願（※２）にあつては、当該書面の提出の日から二月（以下「翻訳文提出特例期間」という。）以内に、当該翻訳文を提出することができる。 

※１：　図面の中の説明に限る。以下この条において同じ。

※２：　当該書面の提出の日以前に当該翻訳文を提出したものを除く。
◇　[第１８４条の４]　明細書等の翻訳文の提出期間は？　◇
　　▼　国内書面　提出期間は　２年半　正当理由で　２カ月・１年（第４項）　▼
◇　[第１８４条の４]　翻訳文提出特例期間の定義は？　◇
　　▼　翻訳文　提出特例　期間とは　国内書面の　提出後２月　▼
[image: image1.emf]
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□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H27-11〕　特許法に規定する国際特許出願又は実用新案法に規定する国際実用新案登録出願に関して。 

１ 外国語でされた国際特許出願については、国内書面提出期間の満了前２月から満了の 日までの間に、国内書面を提出した場合、優先日から３２月以内に明細書、請求の範囲、 図面（図面の中の説明に限る。）及び要約の日本語による翻訳文を、特許庁長官に提出しなければならない。 

（×）　第１８４条の４第１項ただし書。「国内書面の提出の日から二月以内」である。

　　▼　翻訳文　提出特例　期間とは　国内書面の　提出後２月　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　特許法に規定する国際特許出願に関して。

１　外国語特許出願の出願人は、国際出願日から二年六月以内に、明細書、請求の範囲、図面（図面の中の説明に限る）及び要約の日本語による翻訳文を、特許庁長官に提出しなければならない。ただし、翻訳文提出特例期間は考慮しない。

（×）　第１８４条の４第１項。「国際出願日から二年六月以内」ではない。「優先日から二年六月以内」が正しい。

　　▼　国内書面　提出期間は　２年半　正当理由で　２カ月・１年（第４項）　▼
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆★☆☆★｜☆☆☆☆☆｜☆
第百八十四条の四
２  　前項の場合において、外国語特許出願の出願人が条約第十九条（１）の規定に基づく補正をしたときは、同項に規定する請求の範囲の翻訳文に代えて、当該補正後の請求の範囲の翻訳文を提出することができる。 

《　外国語特許出願の第１９条補正の翻訳文　》

	
	翻訳文の提出方法
	提出期限

	翻訳文提出前に
第１９条補正をした場合
（第１８４条の４第２項）
	国際出願日における「請求の範囲」の翻訳文に代えて、補正後の「請求の範囲」の翻訳文を提出できる
	国内書面提出期間
or 翻訳文提出特例期間

	すでに翻訳文を提出していた場合で、
第１９条補正をした場合

（第１８４条の４第６項）
	補正後の「請求の範囲」の翻訳文を更に提出することができる
	国内処理基準時まで
（第１８４条の４第６項参照）


①第１９条補正の翻訳文を提出した場合の効果
　補正後の請求の範囲の翻訳文を第三十六条第二項の規定により願書に添付して提出した特許請求の範囲とみなす（第１８４条の６第３項）
②第１９条補正の翻訳文を提出しなかった場合の効果
　条約第十九条（１）の規定に基づく補正は、されなかつたものとみなす（第１８４条の４第７項で準用する第１８４条の７第３項）
　▼　１９条　基準時までに　翻訳文　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H27-11〕　特許法に規定する国際特許出願又は実用新案法に規定する国際実用新案登録出願に関して。

５ 特許協力条約第１９条に基づく補正をした外国語でされた国際特許出願については、国 際出願日における請求の範囲の翻訳文が提出されず当該補正後の請求の範囲の翻訳文が 提出された場合、当該補正後の請求の範囲の翻訳文を願書に添付して提出された特許請 求の範囲とみなすが、国際出願日における請求の範囲の翻訳文と当該補正後の請求の範 囲の翻訳文とが提出された場合には、国際出願日における請求の範囲の翻訳文を願書に添付して提出された特許請求の範囲とみなす。

（×）　前半は、第１８４条の４第２項の通りで、正しい。

　　　　後半は、第１８４条の６第３項の規定より、間違い。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-47〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

２ 英語でされた国際特許出願の出願人が所定の期間内に特許庁長官に提出する日本語による翻訳文のうち、請求の範囲の翻訳文については、特許協力条約第１９条（１）（国際事務局に提出する請求の範囲の補正）の規定に基づく補正をしているときは、国際出願日における請求の範囲の翻訳文に代えて、当該補正後の請求の範囲の翻訳文を提出してもよい。
（〇）　第１８４条の４第２項
☆☆☆｜★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
第百八十四条の四
３  　国内書面提出期間（第一項ただし書の外国語特許出願にあつては、翻訳文提出特例期間。以下この条において同じ。）内に第一項に規定する明細書の翻訳文及び前二項に規定する請求の範囲の翻訳文（以下「明細書等翻訳文」という。）の提出がなかつたときは、その国際特許出願は、取り下げられたものとみなす。 

◇　[第１８４条の４]　明細書、請求の範囲の翻訳文の提出がなかった場合は？　◇
　　▼　国際の　明・請・翻訳　取り下げる　出願日のか　１９条補正　▼
《　翻訳文の提出がなかった場合　》
	
	提出期限
	提出がなかった場合
	条文

	明細書
請求の範囲
	国内書面提出期間
or 翻訳文提出特例期間
＋第４項の救済期間
	見なし取り下げ
	第１８４条の４
第３項

	図面の中の説明
	
	図面の中の説明は
ないものとして扱う
	第１８４条の６
第２項など

	要約書
	上記
＋補正命令の指定期間
	補正命令⇒提出なし
⇒国際特許出願を却下
	第１８４条の５
第２項、第３項


□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H18-35〕　特許法に規定する国際特許出願に関して。

５ 国内書面提出期間内又は翻訳文提出特例期間内に、外国語特許出願の国際出願日における請求の範囲の翻訳文を提出しなかったにもかかわらず、当該外国語特許出願が取り下げられたものとみなされない場合がある。

（○）　第１８４条の４第３項。「前二項に規定する請求の範囲の翻訳文」を提出すれば良いので、「国際出願日における請求の範囲の翻訳文（同条第１項）」を提出しなくても、「条約第十九条（１）の補正後の請求の範囲の翻訳文（同条第２項）」を提出していれば、当該外国語特許出願が取り下げられたものとみなされない場合がある。

　　▼　国際の　明・請・翻訳　取り下げる　出願日のか　１９条補正　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　特許法に規定する国際特許出願に関して。

１　外国語特許出願の出願人が、特許協力条約第二条（ｘｉ）の優先日から二年六月以内に、外国語特許出願の国際出願日における明細書の翻訳文を提出しなかったにもかかわらず、当該外国語特許出願が取り下げられたものとみなされない場合がある。

（○）　第１８４条の４第３項。第一項ただし書の外国語特許出願にあつては、翻訳文提出特例期間内に提出すればよい。

　　▼　翻訳文　提出特例　期間とは　国内書面の　提出後２月　▼
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆★☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆　　※平成二十七年七月十日改正

第百八十四条の四

４  　前項の規定により取り下げられたものとみなされた国際特許出願の出願人は、国内書面提出期間内に当該明細書等翻訳文を提出することができなかつたことについて正当な理由があるときは、経済産業省令で定める期間内に限り、明細書等翻訳文並びに第一項に規定する図面及び要約の翻訳文を特許庁長官に提出することができる。  

５  　前項の規定により提出された翻訳文は、国内書面提出期間が満了する時に特許庁長官に提出されたものとみなす。

↓↓↓↓↓　【特許法施行規則】　↓↓↓↓↓

（翻訳文の様式等） 

第三十八条の二 

２  　特許法第百八十四条の四第四項 の経済産業省令で定める期間は、同項に規定する正当な理由がなくなつた日から二月とする。ただし、当該期間の末日が国内書面提出期間（同条第一項 ただし書の外国語特許出願にあつては、翻訳文提出特例期間。以下この項において同じ。）の経過後一年を超えるときは、国内書面提出期間の経過後一年とする。 
◇　[第１８４条の４]　明細書等の翻訳文の提出期間は？　◇
　　▼　国内書面　提出期間は　２年半　正当理由で　２カ月・１年（第４項）　▼
[image: image3.emf]
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《　正当な理由　：　『青本　特許法　第２０版』 第３６条の２　》
ＰＬＴ一二条(1)の「DueCare」に相当するものであり、特許法一二一条（拒絶査定不服審判）等に規定された「その責めに帰することができない理由」より広い概念を意味するものである。例えば、出願人が病気で入院したことにより手続期間を徒過した場合や出願人の使用していた期間管理システムのプログラムに出願人が発見不可能な不備があったことにより手続期間を徒過した場合等が「正当な理由」があるときにあたる可能性が高いと言えよう。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H25-16〕　特許法に規定する国際特許出願に関して。

(ﾊ) 外国語でされた国際特許出願の出願人が、国内書面提出期間内に、特許法第１８４条の５第１項に規定する書面を提出したが、その国際特許出願の明細書の日本語による翻訳文の提出をすることができなかった場合、提出することができなかったことについて正当な理由があれば、所定の期間内に、翻訳文を提出することができる。 

（○）　第１８４条の４第４項。その理由がなくなつた日から二月以内で国内書面提出期間（第一項ただし書の外国語特許出願にあつては、翻訳文提出特例期間）の経過後一年以内に、翻訳文を提出することができる。

　　▼　国内書面　提出期間は　２年半　正当理由で　２カ月・１年（第４項）　▼
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
第百八十四条の四
６  　第一項に規定する請求の範囲の翻訳文を提出した出願人は、条約第十九条（１）の規定に基づく補正をしたときは、国内書面提出期間が満了する時（※１）の属する日までに限り、当該補正後の請求の範囲の日本語による翻訳文を更に提出することができる。 

※１：　国内書面提出期間内に出願人が出願審査の請求をするときは、その請求の時。以下「国内処理基準時」という。
◇　[第１８４条の４]　国内処理基準時の定義は？　◇
　　▼　国内の　処理基準時は　審請求　国内書面と　提出特例　▼
　⇒◆　第１８４条の３シリーズの用語まとめ　◆
[image: image4.emf]
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□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　特許法に規定する国際特許出願に関して。

１　外国語特許出願の場合、国際出願日における請求の範囲の翻訳文を国内書面提出期間内に提出したあとは、特許協力条約第１９条に基づく補正当該補正後の請求の範囲の翻訳文を提出することが出来ない。

（×）　第１８４条の４第６項。国内処理基準時までは、該補正後の請求の範囲の日本語による翻訳文を更に提出することができる。

　▼　１９条　基準時までに　翻訳文　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　特許法に規定する国際特許出願に関して。

１　外国語特許出願の場合、国際出願日における請求の範囲の翻訳文を国内書面提出期間内に提出したあと、国内書面提出期間内であれば、特許協力条約第１９条に基づく補正当該補正後の請求の範囲の翻訳文をさらに提出することが出来ない場合はない。

（×）　第１８４条の４第６項。国内処理基準時までであるので、国内書面提出期間内であっても出願審査の請求をした後は、補正当該補正後の請求の範囲の翻訳文をさらに提出することが出来ない。

　▼　１９条　基準時までに　翻訳文　▼
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
第百八十四条の四
７  　第百八十四条の七第三項本文の規定は、第二項又は前項に規定する翻訳文が提出されなかつた場合に準用する。

⇒第２項の《　外国語特許出願の第１９条補正の翻訳文　》の②を参照
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜★☆☆☆☆｜☆
（書面の提出及び補正命令） 

第百八十四条の五  　国際特許出願の出願人は、国内書面提出期間内に、次に掲げる事項を記載した書面を特許庁長官に提出しなければならない。 

一  　出願人の氏名又は名称及び住所又は居所 

二  　発明者の氏名及び住所又は居所 

三  　国際出願番号その他の経済産業省令で定める事項 

２  　特許庁長官は、次に掲げる場合は、相当の期間を指定して、手続の補正をすべきことを命ずることができる。 

一  　前項の規定により提出すべき書面を、国内書面提出期間内に提出しないとき。 

二  　前項の規定による手続が第七条第一項から第三項まで又は第九条の規定に違反しているとき。 

三  　前項の規定による手続が経済産業省令で定める方式に違反しているとき。

四  　前条第一項の規定により提出すべき要約の翻訳文を、国内書面提出期間（前条第一項ただし書の外国語特許出願にあつては、翻訳文提出特例期間）内に提出しないとき。 

五  　第百九十五条第二項の規定により納付すべき手数料を国内書面提出期間内に納付しないとき。 

３  　特許庁長官は、前項の規定により手続の補正をすべきことを命じた者が同項の規定により指定した期間内にその補正をしないときは、当該国際特許出願を却下することができる。 
↓↓↓↓↓　【特許法施行規則】　↓↓↓↓↓

（書面の記載事項） 

第三十八条の三  　特許法第百八十四条の五第一項第三号の経済産業省令で定める事項は、次のとおりとする。 

一  　国際出願番号 

二  　代理人があるときは、代理人の氏名又は名称及び住所又は居所 

（書面の提出手続に係る方式） 

第三十八条の五  　特許法第百八十四条の五第二項第三号 の経済産業省令で定める方式は、次のとおりとする。 

一  　特許法第百八十四条の五第一項 各号に掲げる事項が記載されていること。 

二  　前条に規定する様式により作成されていること。

《　国内書面の記載事項 (特１８４の５(1))　》

① 出願人の氏名又は名称及び住所又は居所

② 発明者の氏名及び住所又は居所

③ 国際出願番号
④ 代理人がいる場合は、代理人の氏名又は名称及び住所又は居所

⑤ 出願の区分

⑥ その他必要な事項
◇　[第１８４条の５]　要約書の翻訳文の提出がなかった場合は？　◇
　　▼　国際の　要約・翻訳　取り下げず　いやよの５条で　補正と却下　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-条5〕　特許法に規定する国際特許出願に関して。

２ 国際特許出願の出願人は、国内書面提出期間内に、出願人の氏名又は名称及び住所又は居所、発明の名称、発明者の氏名及び住所又は居所並びに国際出願番号の全てを記載した書面を特許庁長官に提出しなければならない。
（×）　第１８４条の５第１項。「発明の名称」は不要である。平成１０年改正で削除された。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

[予想問題]

１　国際出願日における要約の日本語による翻訳文を、所定の期間内に特許庁長官に提出しなかった場合、その国際特許出願は、取り下げられたものとみなされる。

（×）　第１８４条の５第２項第４号、第３項。特許庁長官による補正命令→国際特許出願却下

　　▼　国際の　要約・翻訳　取り下げず　いやよの５条で　補正と却下　▼
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜★☆☆☆☆｜☆
（国際出願に係る願書、明細書等の効力等） 

第百八十四条の六  　国際特許出願に係る国際出願日における願書は、第三十六条第一項の規定により提出した願書とみなす

２  　日本語でされた国際特許出願（以下「日本語特許出願」という。）に係る国際出願日における明細書及び外国語特許出願に係る国際出願日における明細書の翻訳文は第三十六条第二項の規定により願書に添付して提出した明細書と、日本語特許出願に係る国際出願日における請求の範囲及び外国語特許出願に係る国際出願日における請求の範囲の翻訳文は同項の規定により願書に添付して提出した特許請求の範囲と、日本語特許出願に係る国際出願日における図面並びに外国語特許出願に係る国際出願日における図面（図面の中の説明を除く。）及び図面の中の説明の翻訳文は同項の規定により願書に添付して提出した図面と、日本語特許出願に係る要約及び外国語特許出願に係る要約の翻訳文は同項の規定により願書に添付して提出した要約書とみなす。

◇　[第１８４条の６]　図面の翻訳文の提出がなかった場合は？　◇
　　▼　国際の　図面・翻訳　取り下げず　６の２項で　説明は無し　▼
《　第１８４条の６第２項、第３項のまとめ　》　※ややこしく記載しているが、単純である
	第３６条第２項
	日本語特許出願
	外国語特許出願

	明細書
	国際出願日における明細書
	国際出願日における明細書の翻訳文

	特許請求
の範囲
	国際出願日における請求の範囲
※１９条補正は、第１７条の２の補正と見なされる（第１８４条の７）
	国際出願日における請求の範囲の翻訳文
※１９条補正後の請求の範囲の翻訳文が提出された場合は、当該補正後の請求の範囲の翻訳文（第３項）

	図面
	国際出願日における図面
	国際出願日における図面
（図面の中の説明を除く。）
及び図面の中の説明の翻訳文

	要約書
	要約
	要約の翻訳文


《　図面の中の説明の翻訳文提出　：　『青本　特許法　第２０版』 第１８４条の４　》
　国際出願日における国際出願に図面が含まれているにもかかわらず、図面の中の説明の翻訳文の提出がない場合に取り下げられたものとならないのは、国際出願日に図面が提出されれば、その図面（図面の中の説明を除く）をもって現行特許法上の図面が提出されたことになる（一八四条の六第二項）からであり、四項の規定により図面の中の説明の翻訳文の提出がないときは、図面の中の説明はないものとして扱えば十分だからである。

※第３６条の２の外国語書面出願において、図面の翻訳文の提出がなかったときは、図面全体が無いものとして取り扱われる。違いに注意すること。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-条5〕　特許法に規定する国際特許出願に関して。

１ 外国語でされた国際特許出願について、図面の中に説明があるのに当該説明の翻訳文の提出がなかったときは、その国際特許出願は取り下げられたものとみなされる。
（×）　特１８４条の６第２項。図面の中の説明は、ないものとして扱われるだけである。

　　▼　国際の　図面・翻訳　取り下げず　６の２項で　説明は無し　▼
⇒《　図面の中の説明の翻訳文提出　：　『青本　特許法　第２０版』 第１８４条の４　》
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆★｜★☆☆☆☆｜☆
第百八十四条の六

３  　第百八十四条の四第二項又は第六項の規定により条約第十九条（１）の規定に基づく補正後の請求の範囲の翻訳文が提出された場合は、前項の規定にかかわらず、当該補正後の請求の範囲の翻訳文を第三十六条第二項の規定により願書に添付して提出した特許請求の範囲とみなす。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-条5〕　特許法に規定する国際特許出願に関して。

４ 特許協力条約第１９条の規定に基づく補正をした外国語でされた国際特許出願において、国際出願日における請求の範囲の翻訳文と当該補正後の請求の範囲の翻訳文が提出された場合には、国際出願日における請求の範囲の翻訳文を基準として、特許法第１７条の２第３項の規定による、いわゆる新規事項の追加であるか否かの判断が行われる。
（×）　第１８４条の６第３項。当該補正後の請求の範囲の翻訳文が基準となる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H27-11〕　特許法に規定する国際特許出願に関して。

５ 特許協力条約第１９条に基づく補正をした外国語でされた国際特許出願については、国 際出願日における請求の範囲の翻訳文が提出されず当該補正後の請求の範囲の翻訳文が 提出された場合、当該補正後の請求の範囲の翻訳文を願書に添付して提出された特許請 求の範囲とみなすが、国際出願日における請求の範囲の翻訳文と当該補正後の請求の範 囲の翻訳文とが提出された場合には、国際出願日における請求の範囲の翻訳文を願書に添付して提出された特許請求の範囲とみなす。

（×）　前半は、第１８４条の４第２項の通りで、正しい。

　　　　後半は、第１８４条の６第３項の規定より、間違い。

★☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
（日本語特許出願に係る条約第十九条に基づく補正） 

第百八十四条の七  　日本語特許出願の出願人は、条約第十九条（１）の規定に基づく補正をしたときは、国内処理基準時の属する日までに、同条（１）の規定に基づき提出された補正書の写しを特許庁長官に提出しなければならない。 

２  　前項の規定により補正書の写しが提出されたときは、その補正書の写しにより、願書に添付した特許請求の範囲について第十七条の二第一項の規定による補正がされたものとみなす。ただし、条約第二十条の規定に基づき前項に規定する期間内に補正書が特許庁に送達されたときは、その補正書により、補正がされたものとみなす。 

３  　第一項に規定する期間内に日本語特許出願の出願人により同項に規定する手続がされなかつたときは、条約第十九条（１）の規定に基づく補正は、されなかつたものとみなす。ただし、前項ただし書に規定するときは、この限りでない。 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

[H15-44]　特許法に規定する国際特許出願に関して。

２ 日本語でされた国際特許出願について、国内処理基準時の属する日までに、特許協力条約第２０条(指定官庁への送達)の規定に基づき同条約第１９条(１)の規定に基づく補正書が特許庁に送達されたときは、その補正書により、願書に添付した明細書に記載した特許請求の範囲について特許法第１７条の２第１項の規定による補正がされたものとみなされる。

（○）　第１８４条の７第２項ただし書。

☆☆☆｜★☆☆☆☆｜☆☆☆★☆｜☆★☆☆☆｜☆
（条約第三十四条に基づく補正） 

第百八十四条の八  　国際特許出願の出願人は、条約第三十四条（２）（ｂ）の規定に基づく補正をしたときは、国内処理基準時の属する日までに、日本語特許出願に係る補正にあつては同条（２）（ｂ）の規定に基づき提出された補正書の写しを、外国語特許出願に係る補正にあつては当該補正書の日本語による翻訳文を、特許庁長官に提出しなければならない。 

２  　前項の規定により補正書の写し又は補正書の翻訳文が提出されたときは、その補正書の写し又は補正書の翻訳文により、願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面について第十七条の二第一項の規定による補正がされたものとみなす。ただし、日本語特許出願に係る補正につき条約第三十六条（３）（ａ）の規定に基づき前項に規定する期間内に補正書が特許庁に送達されたときは、その補正書により、補正がされたものとみなす。 

３  　第一項に規定する期間内に国際特許出願の出願人により同項に規定する手続がされなかつたときは、条約第三十四条（２）（ｂ）の規定に基づく補正は、されなかつたものとみなす。ただし、前項ただし書に規定するときは、この限りでない。 
４　　第二項の規定により外国語特許出願に係る願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面について第十七条の二第一項の規定による補正がされたものとみなされたときは、その補正は同条第二項の誤訳訂正書を提出してされたものとみなす。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H29-条6〕　特許法に規定する国際特許出願に関して。

１ 特許協力条約第３４条の規定に基づき補正書を提出した場合、外国語特許出願について、国内処理基準時の属する日までに、当該補正書の日本語による翻訳文を提出したとき、当該翻訳文による補正は、特許法第１８４条の１２第２項に規定する翻訳文等に記載した事項の範囲内においてしなければならない。
（×）　第１８４条の８第２項、第４項（第１８４条の１２第２項参照）。第１８４条の８第４項の規定により、その補正は誤訳訂正書を提出してされたものとみなされる。一方、第１８４条の１２第２項の規定により、誤訳訂正書を提出して補正する場合は、当然、翻訳文等の範囲ではなく、元の外国語出願の範囲での補正が認められる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　
〔H26-46〕　特許法に規定する国際特許出願に関して。

(ﾊ) 外国語でされた国際特許出願に関し、特許協力条約第３４条（２）（ｂ）の規定に基づく補正をしたが、国内処理基準時の属する日までに、当該規定に基づき提出された補正書の日本語による翻訳文を特許庁長官に提出しなかった場合、当該規定に基づく補正はされなかったものとみなされる。

（○）　第１８４条の８第１項および第３項。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H18-35〕　特許法に規定する国際特許出願に関して。

４ 外国語特許出願の出願人が、特許協力条約第３４条(２)(ｂ)の規定に基づいて、図面中に説明のない図面のみを補正した場合、国内処理基準時の属する日までに、その補正書の日本語による翻訳文を特許庁長官に提出しなくても、その図面について特許法第１７条の２第１項の規定による補正がされたものとみなされる場合がある。

（×）　第１８４条の８第２項。その補正書の日本語による翻訳文を、特許庁長官に提出する必要がある。

★☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆★☆☆☆｜☆　　※２０１８年法改正
（国内公表等） 

第百八十四条の九  　特許庁長官は、第百八十四条の四第一項又は第四項の規定により翻訳文が提出された外国語特許出願について、特許掲載公報の発行をしたものを除き、国内書面提出期間（※１）の経過後（※２）、遅滞なく、国内公表をしなければならない。 

※１：　同条第一項ただし書の外国語特許出願にあつては、翻訳文提出特例期間。以下この項において同じ。

※２：　国内書面提出期間内に出願人から出願審査の請求があつた国際特許出願であつて条約第二十一条に規定する国際公開（以下「国際公開」という。）がされているものについては出願審査の請求の後、第百八十四条の四第四項の規定により明細書等翻訳文が提出された外国語特許出願については当該明細書等翻訳文の提出の後 
６　外国語特許出願に係る証明等の請求については、第百八十六条第一項第一号中「又は第六十七条の五第二項の資料」とあるのは「又は千九百七十年六月十九日にワシントンで作成された特許協力条約第三条（２）に規定する国際出願の願書、明細書、請求の範囲、図面若しくは要約（特許権の設定の登録がされた国際特許出願に係るもの又は国際公開がされたものを除く。）」とする。

◇　[第１８４条の９]　国内公表の時期は？　◇

　　▼　公表は　正当１年（救済期間）　国内書面　提出特例　審査請求　▼
◆　国内公表の条件まとめ　：第184条の９第１項　◆
・第１８４条の４第１項又は第４項の規定により翻訳文が提出された外国語特許出願

・特許掲載公報の発行をしたものを除く

・国内書面提出期間の経過後

　　・同条第一項ただし書の外国語特許出願にあつては、翻訳文提出特例期間の経過後

・国内書面提出期間内に出願人から出願審査の請求があつた国際特許出願であつて

　国際公開がされているものについては出願審査の請求の後

・第百八十四条の四第四項の規定（正当な理由で1年以内）により明細書等翻訳文が提出された外国語特許出願については当該明細書等翻訳文の提出の後

・遅滞なく
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《　趣旨　：　『青本　特許法　第２０版』 第１８４条の９　》
　国際出願は、当該国際出願の指定国のすべてがＰＣＴ六四条(3)(a)の宣言を行っている場合（出願人から公開の請求があった場合を除く）を除き、優先日から一年六月を経過した後（出願人から早期公開の請求があったときはその請求の後）速やかにジュネーブで国際公開されることとなっている（ＰＣＴ二一条）。国際公開は、日本語、英語、フランス語、ドイツ語、中国語、スペイン語、ロシア語、アラビア語、韓国語又はポルトガル語で作成された国際出願についてはそれらの言語で、それらの言語以外の言語で作成された国際出願については、国際調査機関の責任で作成された英語の翻訳文を公開することとなっている（ＰＣＴ規則48.3）。

　したがって、日本語以外の言語で国際公開された国際出願については、その内容について日本語で日本国民に広く知らしめる必要がある。このため外国語特許出願について提出された翻訳文を、特許掲載公報の発行をした外国語特許出願に係るものを除き、国内公表することとしたものである。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H29-条6〕　特許法に規定する国際特許出願に関して。

５ 外国語特許出願（特許権の設定の登録がされたものを除く。）に係る国際出願の願書、明細書、請求の範囲、図面又は要約についての証明等の請求は、特許庁長官が秘密を保持する必要があると認めるときは、国際公開がされるまですることができない。

（〇）　第１８４条の９第６項（第１８６条第１項参照）。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

[H15-44]　特許法に規定する国際特許出願に関して。

１ 外国語でされた国際特許出願が、国内書面提出期間満了前に国内公表されることはない。 

（×）　第１８４条の９第１項かっこ書。国内書面提出期間内に出願人から出願審査の請求があつた国際特許出願であつて国際公開がされているものについては出願審査の請求の後に、国内公表される。

　　▼　公表は　正当１年（救済期間）　国内書面　提出特例　審査請求　▼
☆☆☆｜★☆☆☆☆｜☆☆☆★☆｜☆★☆☆☆｜☆
（国際公開及び国内公表の効果等） 

第百八十四条の十  　国際特許出願の出願人は、日本語特許出願については国際公開があつた後に、外国語特許出願については国内公表があつた後に、国際特許出願に係る発明の内容を記載した書面を提示して警告をしたときは、その警告後特許権の設定の登録前に業としてその発明を実施した者に対し、その発明が特許発明である場合にその実施に対し受けるべき金銭の額に相当する額の補償金の支払を請求することができる。当該警告をしない場合においても、日本語特許出願については国際公開がされた国際特許出願に係る発明であることを知つて特許権の設定の登録前に、外国語特許出願については国内公表がされた国際特許出願に係る発明であることを知つて特許権の設定の登録前に、業としてその発明を実施した者に対しては、同様とする。 

２  　第六十五条第二項から第六項までの規定は、前項の規定により請求権を行使する場合に準用する。 

《　趣旨　：　『青本　特許法　第２０版』 第１８４条の１０　》
我が国としても六五条の規定に準ずることとし、国際公開は原則として優先日から一年六月経過した後になされるものであり、出願公開の時期と同じであることから、日本語で国際公開される日本語特許出願については、国際公開後に生じさせることとした。
ただし、外国語特許出願の場合には、その出願に係る発明の内容は翻訳文により定まるものであるため、翻訳文の公表時である一八四条の九に規定する国内公表の後に生じさせることとした。
◇　日本語特許出願の補償金請求権の発生要件が、国際公開の後である理由　◇

　　▼　日本語は　国際公開　補償金　６５条と　時期が同じで　▼
◇　外国語特許出願の補償金請求権の発生要件が、国内公表の後である理由　◇

　　▼　外国語　国内公表　補償金　発明内容　翻訳文にて　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H29-条6〕　実用新案法に規定する国際実用新案登録出願に関して。

４ 日本語実用新案登録出願については、国際公開があった後に補償金請求権が発生する。
（×）　実用新案には、特許法第１８４条の１０のような規定はない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H26-46〕　特許法に規定する国際特許出願に関して。

(ﾆ) 外国語でされた国際特許出願の出願人は、当該国際特許出願の国内公表があった後でなければ、補償金の支払を請求することはできない。

（○）　第１８４条の１０第１項。

　　▼　外国語　国内公表　補償金　発明内容　翻訳文にて　▼
⇒《　趣旨　：　『青本　特許法　第２０版』 第１８４条の１０　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H18-35〕　特許法に規定する国際特許出願に関して。

２ 外国語特許出願の出願人が、当該出願の国際公開の後に、当該出願に係る発明の内容を記載した書面を提示して警告したときは常に、その警告後特許権の設定登録前に業としてその発明を実施した者に対し、補償金請求権を有する。

　ただし、出願人と発明者は同一であり、発明を実施した者は先使用権を有しておらず、また、取下げなどにより補償金請求権がはじめから生じなかったものとみなされることはないものとする。

（×）　第１８４条の１０。外国語特許出願の場合は、「国際公開」ではなく、「国内公表（第１８４条の９）」が条件になる。〔H26-46-(ﾆ)〕の解説参照。

　　▼　外国語　国内公表　補償金　発明内容　翻訳文にて　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　特許法に規定する国際特許出願に関して。

１ 日本語でされた国際特許出願の出願人は、当該国際特許出願の国内公表があった後でなければ、補償金の支払を請求することはできない。

（×）　日本語特許出願の場合、国内公表はされない（第第１８４条の９）。国際公開が、補償金の支払を請求する条件になる。

　　▼　日本語は　国際公開　補償金　６５条と　時期が同じで　▼
☆☆☆｜☆★☆☆☆｜☆☆★☆☆｜★☆☆☆☆｜☆　　※平成二十七年七月十日改正

（在外者の特許管理人の特例） 

第百八十四条の十一  　在外者である国際特許出願の出願人は、国内処理基準時までは、第八条第一項の規定にかかわらず、特許管理人によらないで手続をすることができる。 

２  　前項に規定する者は、国内処理基準時の属する日後経済産業省令で定める期間内に、特許管理人を選任して特許庁長官に届け出なければならない。 

３  　特許庁長官は、前項に規定する期間内に特許管理人の選任の届出がなかつたときは、第一項に規定する者に対し、その旨を通知しなければならない。 

４  　前項の規定による通知を受けた者は、経済産業省令で定める期間内に限り、特許管理人を選任して特許庁長官に届け出ることができる。 

５  　前項に規定する期間内に特許管理人の選任の届出がなかつたときは、その国際特許出願は、取り下げたものとみなす。 

６  　前項の規定により取り下げたものとみなされた国際特許出願の出願人は、第四項に規定する期間内に特許管理人の選任の届出をすることができなかつたことについて正当な理由があるときは、経済産業省令で定める期間内に限り、特許管理人を選任して特許庁長官に届け出ることができる。 

７  　第四項又は前項の規定によりされた届出は、第二項に規定する期間が満了する時にされた届出とみなす。 

８  　第一項に規定する者が、特許管理人により第百八十四条の四第四項の規定による手続をしたときは、第二項から前項までの規定は、適用しない。 

↓↓↓↓↓　【特許法施行規則】　↓↓↓↓↓

（特許管理人の届出をする場合の手続等） 

第三十八条の六の二  　特許法第百八十四条の十一第二項 の経済産業省令で定める期間は、三月とする。 

２  　特許法第百八十四条の十一第四項 の経済産業省令で定める期間は、同条第三項 の規定による通知の日から二月とする。 

３  　特許法第百八十四条の十一第六項 の経済産業省令で定める期間は、同項 に規定する正当な理由がなくなつた日から二月とする。ただし、当該期間の末日が同条第四項 に規定する期間の経過後一年を超えるときは、同項 に規定する期間の経過後一年とする。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-条5〕　特許法に規定する国際特許出願に関して。

３ 在外者である国際特許出願の出願人は、いかなる場合においても、国内処理基準時の属する日後経済産業省令で定める期間内に、特許管理人を選任して特許庁長官に届け出なければならない。
（×）　第１８４条の１１第４項。経済産業省令で定める期間内に限り、特許管理人を選任して特許庁長官に届け出ることができる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H25-16〕　特許法に規定する国際特許出願に関して。

(ｲ) 国際特許出願の出願人が、日本国内に住所又は居所（法人にあっては、営業所）を有しない者であっても、特許管理人によらず、出願審査の請求の手続をすることができる場合がある。

（○）　下記３つの規定より、特許管理人によらず、出願審査の請求の手続をできる場合がある。

要するに、国内書面提出期間内に、出願審査に必要な条件を整えて、出願審査請求をすれば、可能である。

　　第１８４条の１１　：国際処理基準時までは、特許管理人によらないで手続が可能。

　　第１８４条の４第６項　：国内処理基準時の定義。

　　第１８４条の１７　：出願審査の請求の時期

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H19-34〕　特許法に規定する期間及び手続に関して。

１ 在外者である国際特許出願の出願人は、国内処理基準時の属する日までに特許管理人を選任していない場合は、その日後１４日以内に、特許管理人を選任して特許庁長官に届け出なければならない。

（×）　３月である。第１８４条の１１第２項（特許法施行規則第３８条の６の２）。

☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆★｜☆☆☆☆☆｜★
（補正の特例） 

第百八十四条の十二  　日本語特許出願については第百八十四条の五第一項の規定による手続をし、かつ、第百九十五条第二項の規定により納付すべき手数料を納付した後、外国語特許出願については第百八十四条の四第一項又は第四項及び第百八十四条の五第一項の規定による手続をし、かつ、第百九十五条第二項の規定により納付すべき手数料を納付した後であつて国内処理基準時を経過した後でなければ、第十七条第一項本文の規定にかかわらず、手続の補正（※１）をすることができない。 

※１：　第百八十四条の七第二項及び第百八十四条の八第二項に規定する補正を除く。
２　　外国語特許出願に係る明細書、特許請求の範囲又は図面について補正ができる範囲については、
第十七条の二第二項中「第三十六条の二第二項の外国語書面出願」とあるのは
「第百八十四条の四第一項の外国語特許出願」と、
同条第三項中「願書に最初に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面（※１）」とあるのは
「第百八十四条の四第一項の国際出願日（※２）における第百八十四条の三第二項の国際特許出願（※３）の明細書若しくは図面（※４）の第百八十四条の四第一項の翻訳文、
国際出願日における国際特許出願の請求の範囲の同項の翻訳文（※５）
又は国際出願日における国際特許出願の図面（※６）
（※7）（※8）」とする。
※１：　第三十六条の二第二項の外国語書面出願にあつては、同条第八項の規定により明細書、特許請求の範囲及び図面とみなされた同条第二項に規定する外国語書面の翻訳文（誤訳訂正書を提出して明細書、特許請求の範囲又は図面について補正をした場合にあつては、翻訳文又は当該補正後の明細書、特許請求の範囲若しくは図面）。第三十四条の二第一項及び第三十四条の三第一項において同じ。
※２：　以下この項において「国際出願日」という。
※３：　以下この項において「国際特許出願」という。
※４：　図面の中の説明に限る。

※５：　同条第二項又は第六項の規定により千九百七十年六月十九日にワシントンで作成された特許協力条約第十九条（１）の規定に基づく補正後の請求の範囲の翻訳文が提出された場合にあつては、当該翻訳文
※6：　図面の中の説明を除く。
※7：　以下この項において「翻訳文等」という。

※8：　誤訳訂正書を提出して明細書、特許請求の範囲又は図面について補正をした場合にあつては、翻訳文等又は当該補正後の明細書、特許請求の範囲若しくは図面

◇　[第１８４条の１２]　日本語特許出願を補正できる時期は？　◇

　　▼　日本語の　補正は５の１　手数料　基準時経過は　不要なり　▼
◇　[第１８４条の１２]　外国語特許出願を補正できる時期は？　◇

　　▼　外国語　補正は５の１　手数料　翻訳文と　基準時経過　▼
◆　補正できる時期のまとめ　（特許・実用新案　審査基準　第８部 国際特許出願）　◆
◇日本語特許出願

　　①第１８４条の５第１項の規定による手続　・・・　国内書面の提出

　　②第１９５条第２項の規定により納付すべき手数料を納付

　◇外国語特許出願

　　①第１８４条の５第１項の規定による手続　・・・　国内書面の提出

　　②第１９５条第２項の規定により納付すべき手数料を納付

　　③第１８４条の４第１項又は第４項の規定による手続　・・・　翻訳文の提出

　　④国内処理基準時を経過　・・・　第１８４条の４第６項参照

《　第１８４条の１２　第２項の整理　》
(1) 第１７条の２第２項の読み替え
２　　第百八十四条の四第一項の外国語特許出願の出願人が、誤訳の訂正を目的として、前項の規定により明細書、特許請求の範囲又は図面について補正をするときは、その理由を記載した誤訳訂正書を提出しなければならない。
(2) 第１７条の３第３項の読み替え
３　第一項の規定により明細書、特許請求の範囲又は図面について補正をするときは、誤訳訂正書を提出してする場合を除き、
第百八十四条の四第一項の国際出願日（※２）における第百八十四条の三第二項の国際特許出願（※３）の明細書若しくは図面（※４）の第百八十四条の四第一項の翻訳文、国際出願日における国際特許出願の請求の範囲の同項の翻訳文（※５）
又は国際出願日における国際特許出願の図面（※６）（※7）
（※8）
に記載した事項の範囲内においてしなければならない。
※２：　以下この項において「国際出願日」という。

※３：　以下この項において「国際特許出願」という。

※４：　図面の中の説明に限る。

※５：　同条第二項又は第六項の規定により千九百七十年六月十九日にワシントンで作成された特許協力条約第十九条（１）の規定に基づく補正後の請求の範囲の翻訳文が提出された場合にあつては、当該翻訳文

※6：　図面の中の説明を除く。

※7：　以下この項において「翻訳文等」という。

※8：　誤訳訂正書を提出して明細書、特許請求の範囲又は図面について補正をした場合にあつては、翻訳文等又は当該補正後の明細書、特許請求の範囲若しくは図面
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2021-特実10〕　特許法に規定する明細書等の補正に関して。

(イ) 外国語特許出願について誤訳訂正書を提出して明細書、特許請求の範囲又は図面について補正をした後は、国際出願日における外国語特許出願の明細書若しくは図面（図面の中の説明に限る。）の翻訳文、国際出願日における外国語特許出願の請求の範囲の翻訳文又は国際出願日における外国語特許出願の図面（図面の中の説明を除く。）に記載した事項の範囲内に限り、補正をすることができる。

（×）　第１８４の１２第２項の最後のかっこ書。「誤訳訂正書を提出して明細書、特許請求の範囲又は図面について補正をした場合にあつては、①翻訳文等又は②当該補正後の明細書、特許請求の範囲若しくは図面」に記載した事項の範囲内に限り、補正をすることができる。問題文では、①のみが記載されている。②もOKなので、誤り。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H27-11〕　特許法に規定する国際特許出願に関して。

２ 外国語でされた国際特許出願については、当該出願の翻訳文及び国内書面を提出し、 かつ、納付すべき手数料を納付した後、拒絶理由通知を受けるか特許査定の謄本の送達があるまでは、いつでも手続の補正（特許協力条約第１９条に基づく補正及び特許協力条約第３４条に基づく補正を除く。）をすることができる。 

（×）　第１８４条の１２。国内処理基準時を経過した後でなければならない。

　　▼　外国語　補正は５の１　手数料　翻訳文と　基準時経過　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　特許法に規定する国際特許出願に関して。

２ 日本語でされた国際特許出願については、国内書面を提出し、 かつ、納付すべき手数料を納付した後、拒絶理由通知を受けるか特許査定の謄本の送達があるまでは、いつでも手続の補正（特許協力条約第１９条に基づく補正及び特許協力条約第３４条に基づく補正を除く。）をすることができる。

（○）　第１８４条の１２。国内処理基準時の経過は不要である。

　　▼　日本語の　補正は５の１　手数料　基準時経過は　不要なり　▼
☆☆☆｜★☆☆☆☆｜★☆☆☆★｜★★☆☆☆｜☆
（特許要件の特例） 

第百八十四条の十三  　第二十九条の二に規定する他の特許出願又は実用新案登録出願が国際特許出願又は実用新案法第四十八条の三第二項 の国際実用新案登録出願である場合における第二十九条の二の規定の適用については、同条中「他の特許出願又は実用新案登録出願であつて」とあるのは「他の特許出願又は実用新案登録出願（※１）であつて」と、「出願公開又は」とあるのは「出願公開、」と、「発行が」とあるのは「発行又は千九百七十年六月十九日にワシントンで作成された特許協力条約第二十一条に規定する国際公開が」と、「願書に最初に添付した明細書、特許請求の範囲若しくは実用新案登録請求の範囲又は図面」とあるのは「第百八十四条の四第一項又は実用新案法第四十八条の四第一項 の国際出願日における国際出願の明細書、請求の範囲又は図面」とする。 
※１：　第百八十四条の四第三項又は実用新案法第四十八条の四第三項 の規定により取り下げられたものとみなされた第百八十四条の四第一項 の外国語特許出願又は同法第四十八条の四第一項 の外国語実用新案登録出願を除く。

《読み替え後の第２９条の２》　※他の特許出願の場合に限定して記載

第二十九条の二   　特許出願に係る発明が当該特許出願の日前の他の特許出願（第百八十四条の四第三項 の規定により取り下げられたものとみなされた第百八十四条の四第一項 の外国語特許出願を除く。）であつて当該特許出願後に第六十六条第三項の規定により同項各号に掲げる事項を掲載した特許公報の発行若しくは出願公開、又は千九百七十年六月十九日にワシントンで作成された特許協力条約第二十一条に規定する国際公開がされたものの第百八十四条の四第一項 の国際出願日における国際出願の明細書、請求の範囲又は図面に記載された発明又（その発明をした者が当該特許出願に係る発明の発明者と同一の者である場合におけるその発明を除く。）と同一であるときは、その発明については、前条第一項の規定にかかわらず、特許を受けることができない。ただし、当該特許出願の時にその出願人と当該他の特許出願の出願人とが同一の者であるときは、この限りでない。 

◇　[第１８４条の１３]　外国語特許出願が２９条の２の先願となる要件　◇

　　▼　外国語　２９の２先願　翻訳文　国際公開　国内は不要　▼
《　国際出願が、第２９条の２の他の特許出願に該当する要件のまとめ　》
① 国際出願日が、当該特許出願の日前

② 第百八十四条の四第三項 の規定により取り下げられたものとみなされていない
③ 当該特許出願後に、第六十六条第三項の特許公報の発行 or 出願公開 or 国際公開

④ 第百八十四条の四第一項 の国際出願日における

   国際出願の明細書、請求の範囲又は図面に記載された発明

⑤ 発明者と同一の者である場合におけるその発明を除く

⑥ 当該特許出願の時にその出願人と当該他の特許出願の出願人とが同一の者でない
《　趣旨　：　『青本　特許法　第２０版』 第１８４条の１３　》
　従来の規定では、外国語特許出願については、出願翻訳文に記載されていない事項については国際出願当初から記載されていなかったものとみなしていた（旧一八四条の四第四項）ことから、外国語特許出願が二九条の二に規定する他の出願（先願）である場合に、後願を排除できる範囲は、その外国語特許出願の国際出願日における明細書、請求の範囲若しくは図面（図面の中の説明に限る。）に記載された発明であって、これらの書類の出願翻訳文に記載された発明又は国際出願日における図面（図面の中の説明を除く。）に記載された発明とされ、外国語実用新案登録出願についても同様の取扱いとされていた。

　しかし、平成六年の一部改正において、外国語書面出願については外国語書面に記載された発明について後願を排除できることとしたため、外国語特許出願及び外国語実用新案登録出願についても、国際出願日における国際出願の明細書、請求の範囲又は図面に記載された発明又は考案について後願を排除できることとした。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H29-条6〕　特許法に規定する国際特許出願に関して。

３ 外国語特許出願については、国内公表により特許法第２９条の２に規定する、いわゆる拡大された先願の地位が発生する。
（×）　特・第１８４条の１３。国内公表ではなく、国際公開により、先願の地位が発生する。
　▼　外国語　２９の２先願　翻訳文　国際公開　国内は不要　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-特実20〕　特許法第29条の２（いわゆる拡大された範囲の先願）及び第39条（先願）に関して。
(ﾎ) 外国語でされた国際特許出願において、国内書面提出期間内に国際出願日における明細書及び請求の範囲の日本語による翻訳文が提出されず、その国際特許出願が取り下げられたものとみなされた場合であっても当該出願が国際公開されたものであれば、その国際特許出願の出願の日より後に出願された特許出願は、その国際特許出願をいわゆる拡大された範囲の先願として、特許法第29条の２の規定により拒絶される。 

（×）　第１８３条の１３かっこ書。第百八十四条の四第三項の規定により取り下げられたものとみなされた国際特許出願は除かれている。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H27-57〕　特許法第２９条の２（いわゆる拡大された範囲の先願）及び第３９条（先願）に関して。ただし・・・（特殊事情はない）。

１ 甲は、外国語特許出願Ａの出願人であり、乙は、自らした発明イを特許請求の範囲に記載した特許出願Ｂの出願人である。出願Ｂの出願日は出願Ａの国際出願日後であり、 かつ、出願Ａの国際公開日前である。出願Ａの国際出願日における国際出願の明細書には甲が自らした発明イ及び発明ロは記載されているが、明細書、特許請求の範囲又は図面の翻訳文には発明ロしか記載されていない。この場合においても、出願Ａがいわゆる拡大された範囲の先願であるとして、出願Ｂは拒絶されることがある。 

（○）　第１８４条の１３。国際出願日における国際出願の明細書等が対象となる。その翻訳文ではない。外国語書面出願の扱いに揃えたためである。

⇒《　趣旨　：　『青本　特許法　第２０版』 第１８４条の１３　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-28〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

５ 特許出願Ａに係る発明イが、Ａの出願の日前の外国語特許出願Ｂであって、Ａの出願後に国際公開がされ、その後、国内公表がされたものの国際出願日における国際出願の明細書に記載された発明ロと同一であり、Ａの出願の時にその出願人とＢの出願人とが同一の者でないとき、Ａに係るイについては特許を受けることができない。ただし、イの発明者とロの発明者とは同一ではなく、Ａは、変更に係るものでも分割に係るものでもなく、いかなる優先権の主張も伴わないものとする。
（〇）　第２９条の２、第１８４条の１３。Ｂは、拡大先願の地位を有する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H18-35〕　特許法に規定する国際特許出願に関して。

１ 国際公開がされた後、所定の翻訳文が提出された外国語特許出願が、その後取り下げられたため、国内公表されなかった。この場合、当該外国語特許出願の明細書に記載された発明について当該外国語特許出願がいわゆる拡大された先願の地位(特許法第２９条の２)を得ることはない。

（×）　第１８４条の１３。国際公開が要件である。その後取り下げられたために国内公表されなくても、いわゆる拡大された先願の地位(特許法第２９条の２)を得ることはある。

　　▼　外国語　２９の２先願　翻訳文　国際公開　国内は不要　▼
☆☆☆｜★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆★｜☆
（発明の新規性の喪失の例外の特例） 

第百八十四条の十四 　第三十条第二項の規定の適用を受けようとする国際特許出願の出願人は、その旨を記載した書面及び第二十九条第一項各号のいずれかに該当するに至つた発明が第三十条第二項の規定の適用を受けることができる発明であることを証明する書面を、同条第三項の規定にかかわらず、国内処理基準時の属する日後経済産業省令で定める期間内に特許庁長官に提出することができる。 

↓↓↓↓↓　【特許法施行規則】　↓↓↓↓↓

（発明の新規性の喪失の例外の規定の適用を受けたい旨を記載した書面等の提出の期間） 

第三十八条の六の三 　特許法第百八十四条の十四の経済産業省令で定める期間は、三十日とする。ただし、国際特許出願について同法第三十条第二項の規定の適用を受けようとする者がその責めに帰することができない理由により当該期間内に同条第三項に規定する証明書を提出することができないときは、その理由がなくなつた日から十四日（在外者にあつては、二月）を経過する日までの期間（当該期間が七月を超えるときは、七月）とする。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2020-特実01〕　特許出願等に関して。ただし、特殊事情は考慮しない。

(イ) 甲が学会で発明イに係る内容を発表した場合において、当該発表をした日から1年以内に、特許法第30条第3項に規定する手続きを行い、発明イについて日本への特許出願Aを行った。その後、出願Aを優先権主張の基礎として発明イについて国際出願Bを行い、出願Bを日本に国内移行手続した場合において、出願Bの国内処理基準時の属する日後経済産業省令で定める期間内に、発明の新規性の喪失の例外の規定の適用を受けたい旨を記載した書面及び発明イが特許法第30条第2項の規定の適用を受けることができる発明であることを証明する書面を提出することにより、出願Bに係る発明イについて新規性の喪失の例外の規定の適用を受けられる。
（○）　第１８４条の１４。特実分野で出題されるのは珍しい。
※類似出題：〔H18-41-5〕

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H18-41〕　特許法に規定する手続に関して。

５ 国際特許出願に係る発明について、特許法第３０条の発明の新規性の喪失の例外の規定の適用を受けようとする場合、同規定の適用を受けようとする旨の書面及び同法第２９条第１項各号のいずれかに該当するに至った発明が同規定の適用を受けられる発明であることを証明する書面を、国内処理基準時の属する日後３０日以内に特許庁長官に提出することができる。

（○）　第１８４条の１４。特許法施行規則　第三十八条の六の三。

☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆★｜★☆☆☆☆｜☆
（特許出願等に基づく優先権主張の特例） 

第百八十四条の十五  　国際特許出願については、第四十一条第一項ただし書及び第四項並びに第四十二条第二項の規定は、適用しない。

《　参考　：　特許法　》

（特許出願等に基づく優先権主張）

第４１条　　特許を受けようとする者は、・・・に記載された発明に基づいて優先権を主張することができる。

　ただし、先の出願について仮専用実施権を有する者があるときは、その特許出願の際に、その承諾を得ている場合に限る。

４  　第一項の規定による優先権を主張しようとする者は、その旨及び先の出願の表示を記載した書面を経済産業省令で定める期間内に特許庁長官に提出しなければならない。

（先の出願の取下げ等） 

第４２条

２  　前条第一項の規定による優先権の主張を伴う特許出願の出願人は、先の出願の日から経済産業省令で定める期間を経過した後は、その主張を取り下げることができない。

《　第１項の趣旨　：　『青本　特許法　第２０版』 第１８４条の１５　》

また、国際特許出願についての優先権の主張の取下げは、ＰＣＴ規則９０の2.3に規定されていることから、四二条二項の規定は適用されない。したがって、優先権の主張の取下げは、優先日から三〇月を経過する前はいつでも取り下げることができることとなる。なお、優先権の主張の基礎とされた特許出願又は実用新案登録出願はその出願の日から一年三月を経過した時に取り下げられたものとみなされるので、その後にその優先権の主張を取り下げても、当該先の出願が復活することはない。

なお、平成二〇年の一部改正において、四一条一項の規定による優先権の主張については、先の出願について仮専用実施権又は登録された仮通常実施権を有する者があるときは、これらの者の承諾を得ることとされたが、国際特許出願について四一条一項の規定による優先権を主張する場合には、これらの者の承諾を得る要件を課さないこととした。これは、ＰＣＴの制約上、条約に基づく国際出願の形式又は内容について条約に定める要件以外の要件を要求してはならないとされていること（ＰＣＴ二七条(1)）、及び仮専用実施権者等の承諾を要件としたとしても受理官庁が日本国でない限り実務上承諾があったかどうかの確認をする術がないといった理由による。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-条5〕　特許法に規定する国際特許出願に関して。

５ 国際特許出願について特許法第４１条第１項の規定による優先権を主張する場合、先の出願について仮専用実施権を有する者があるときでも、その者の承諾を得ることは要求されていない。
（〇）　特１８４条の１５第１項。第４１条第１項ただし書は、適用しない。
⇒《　第１項の趣旨　：　『青本　特許法　第２０版』 第１８４条の１５　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H27-37〕　特許出願に関する優先権に関して。 ただし・・・（特殊事情はない）。

(ﾊ) 国際特許出願について、特許法第４１条第１項の規定による優先権を主張する場合、当該優先権の基礎となる先の出願について仮専用実施権を有する者があるときでも、当該仮専用実施権を有する者の承諾を得る必要はない。 

（○）　特１８４条の１５第１項。第４１条第１項ただし書の規定は、適用しない。
⇒《　第１項の趣旨　：　『青本　特許法　第２０版』 第１８４条の１５　》
☆☆☆｜☆☆★☆☆｜☆★☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜★
第百八十四条の十五

４  　第四十一条第一項の先の出願が国際特許出願又は実用新案法第四十八条の三第二項 の国際実用新案登録出願である場合における第四十一条第一項 から第三項 まで及び第四十二条第一項 の規定の適用については、

第四十一条第一項及び第二項中「願書に最初に添付した明細書、特許請求の範囲若しくは実用新案登録請求の範囲又は図面」とあるのは「第百八十四条の四第一項又は実用新案法第四十八条の四第一項 の国際出願日における国際出願の明細書、請求の範囲又は図面」と、

同項 中「同項 」とあるのは「前項」と、

同条第三項 中「先の出願の願書に最初に添付した明細書、特許請求の範囲若しくは実用新案登録請求の範囲又は図面」とあるのは「先の出願の第百八十四条の四第一項又は実用新案法第四十八条の四第一項 の国際出願日における国際出願の明細書、請求の範囲又は図面」と、

「同項 」とあるのは「第一項 」と、

「について出願公開」とあるのは「について千九百七十年六月十九日にワシントンで作成された特許協力条約第二十一条に規定する国際公開」と、

第四十二条第一項中「その出願の日から経済産業省令で定める期間を経過した時」とあるのは「第百八十四条の四第六項若しくは実用新案法第四十八条の四第六項 の国内処理基準時又は第百八十四条の四第一項 若しくは同法第四十八条の四第一項 の国際出願日から経済産業省令で定める期間（一年四月）を経過した時のいずれか遅い時」とする。 
↓↓↓↓↓　【特許法施行規則】　↓↓↓↓↓

（特許出願等に基づく優先権主張の取下げ）

第三十八条の六の五　特許法第百八十四条の十五第四項 において読み替えて適用する同法第四十二条第一項 の経済産業省令で定める期間は、一年四月とする。

◆　読み替えたあとの第４２条。ただし、特許出願に限定している。　◆
（先の出願の取下げ等） 

第四十二条  　前条第一項の規定による優先権の主張の基礎とされた先の出願は、

①第百八十四条の四第六項の国内処理基準時

又は

②第百八十四条の四第一項の国際出願日から一年四月を経過した時

のいずれか遅い時に取り下げたものとみなす。

　ただし、・・・

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2021-特実6〕　特許出願に関する優先権に関して。ただし、文中に示した場合を除き、特殊な事情はない。また、「国内優先権」とは、特許法第41条第1項に規定する優先権をいう。

(ハ) 国内優先権の主張の基礎とされた先の国際特許出願は、国内処理基準時又は国際出願日から経済産業省令で定める期間を経過した時のいずれか遅い時に取り下げたものとみなされる。

（○）　第１８４条の１５第４項
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H24-７〕　国内優先権に関して。 

　ただし、特許出願Ａ及び特許出願Ｂは、甲によってされるものであり、かつ、特許出願Ａの出願日から１年以内に特許出願Ｂがされるものとする。ただし、・・・（特殊事情はない）。

４ 特許出願Ａが国際特許出願であって、特許出願Ｂをする際に、特許出願Ａを基礎として優先権を主張した場合、特許出願Ａは、国内処理基準時又は国際出願日から経済産業省令で定める期間を経過した時のいずれか遅い時に取り下げたものとみなされる。 

（○）　第１８４条の１５第４項。読み替えたあとの第４２条を参照。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H20-８〕　特許法第４１条に規定する国内優先権に関して。

４ 外国語書面出願Ａ及び国際特許出願Ｂを基礎とする国内優先権の主張を伴う特許出願Ｃが特許庁に係属しており、Ａ及びＢが取り下げられていない場合において、Ａは、Ａの出願の日から１年４月を経過した時に取り下げたものとみなされるが、Ｂは、Ｂの国際出願日から１年４月を経過した時に取り下げたものとみなされないことがある。

（○）　第１８４条の１５第４項。読み替えたあとの第４２条を参照。国内処理基準時のほうが国際出願日から１年４月経過した時よりも、遅い場合がある。

☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆★｜☆☆☆☆☆｜☆
（出願の変更の特例） 

第百八十四条の十六  　実用新案法第四十八条の三第一項 又は第四十八条の十六第四項 の規定により実用新案登録出願とみなされた国際出願の特許出願への変更については、同法第四十八条の五第四項 の日本語実用新案登録出願にあつては同条第一項 、同法第四十八条の四第一項 の外国語実用新案登録出願にあつては同項 又は同条第四項 及び同法第四十八条の五第一項 の規定による手続をし、かつ、同法第五十四条第二項 の規定により納付すべき手数料を納付した後（※１）でなければすることができない。 

※１：　同法第四十八条の十六第四項 の規定により実用新案登録出願とみなされた国際出願については、同項 に規定する決定の後
◆　第１８４条の１６　実用新案登録出願から特許出願への変更　（審査基準より）　◆
(1) 日本語の国際実用新案登録出願について変更出願ができる時期

以下の(i-1)及び(i-2)の後又は(ii) の後でなければ変更出願をすることができない。

(i-1) 実用新案法第４８条の５第１項の規定による書面の提出 

(i-2) 所定の手数料の納付 

(ii) 実用新案法第４８条の１６第４項の規定に基づき決定により

　　　実用新案登録出願とみなされた国際出願については、その決定 

(2) 外国語の国際実用新案登録出願について変更出願ができる時期

以下の(i-1)から(i-3)までの全ての後又は(ii)の後でなければ変更出願をすることができない。
(i-1) 翻訳文の提出 

(i-2) 実用新案法第４８条の５第１項の規定による書面の提出 

(i-3) 所定の手数料の納付

(ii) 実用新案法第４８条の１６第４項の規定に基づき決定により

　　　実用新案登録出願とみなされた国際出願については、その決定 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H27-11〕　特許法に規定する国際特許出願又は実用新案法に規定する国際実用新案登録出願に関して。

３ 実用新案法第４８条の３第１項の規定により実用新案登録出願とみなされた、日本語による国際出願については、国内書面を提出し、かつ、納付すべき手数料を納付した後でなければ、特許出願への変更をすることができない。 

（○）　第１８４条の１６。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　特許法に規定する国際特許出願又は実用新案法に規定する国際実用新案登録出願に関して。

３ 実用新案法第４８条の３第１項の規定により実用新案登録出願とみなされた、外国語による国際出願については、国内書面を提出し、かつ、納付すべき手数料を納付した後であれば、特許出願への変更をすることができる。

（×）　第１８４条の１６。翻訳文の提出が必要である。

★☆☆｜★☆☆☆☆｜☆★★☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
（出願審査の請求の時期の制限） 

第百八十四条の十七  　国際特許出願の出願人は、日本語特許出願にあつては第百八十四条の五第一項、外国語特許出願にあつては第百八十四条の四第一項又は第四項及び第百八十四条の五第一項の規定による手続をし、かつ、第百九十五条第二項の規定により納付すべき手数料を納付した後、国際特許出願の出願人以外の者は、国内書面提出期間（第百八十四条の四第一項ただし書の外国語特許出願にあつては、翻訳文提出特例期間）の経過後でなければ、国際特許出願についての出願審査の請求をすることができない。 

◇　[第１８４条の１７]　日本語特許出願の審査請求時期の制限は？　◇

　　▼　日本語の　審請５の１　手数料　以外の者は　提出期間後　▼
◇　[第１８４条の１７]　外国語特許出願の審査請求時期の制限は？　◇

　　▼　外国語　審請５の１　手数料　翻訳文と　以外は後で　▼
◆　第１８４条の１７　出願審査の請求　◆

（１）日本語特許出願

　①　第１８４条の５第１項の規定による国内書面の提出

　②　第１９５条第２項の規定により納付すべき手数料の納付

（２）外国語特許出願

　①　第１８４条の４第１項又は第４項の規定による翻訳文提出

　　　（これに代えて同条２項の翻訳文が提出された場合を含む。）

　②　第１８４条の５第１項の規定による国内書面の提出

　③　第１９５条第２項の規定により納付すべき手数料の納付

　※国内処理基準時経過後は、特許管理人により手続きをすること

※出願人以外の第三者による出願審査の請求については、国内書面提出期間の経過後

《　出願人による出願審査の請求　：　『青本　特許法　第２０版』 第１８４条の１７　》
　　出願審査を開始するためには、当該出願が我が国において手続的に確定している必要がある。国際特許出願が手続的に確定するためには、日本語特許出願にあっては一八四条の五第一項の規定による書面提出をし、かつ、一九五条二項の規定により納付すべき手数料を納付し、外国語特許出願にあっては一八四条の四第一項又は第四項の規定による翻訳文提出（これに代えて同条二項の翻訳文が提出された場合を含む。）及び一八四条の五第一項の規定による書面提出をし、かつ、一九五条二項の規定により納付すべき手数料を納付しなければならないことから、それらの手続の後でなければ出願人は出願審査の請求をすることができないこととしたものである。
《　第三者による出願審査の請求　：　『青本　特許法　第２０版』 第１８４条の１７　》
　　出願人以外の第三者による出願審査の請求については、国際出願は出願人からの明示の請求がある場合を除き、国内書面提出期間が経過するまでは、締約国の国内官庁は処理または審査を開始してはならないこととなっている（ＰＣＴ２３条、４０条）ことから、それに合わせて時期を制限したものである。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H25-16〕　特許法に規定する国際特許出願に関して。

(ｲ) 国際特許出願の出願人が、日本国内に住所又は居所（法人にあっては、営業所）を有しない者であっても、特許管理人によらず、出願審査の請求の手続をすることができる場合がある。

（○）　下記３つの規定より、できる場合がある。

　　第１８４条の１１　：国際処理基準時までは、特許管理人によらないで手続が可能。

　　第１８４条の４第６項　：国内処理基準時の定義。

　　第１８４条の１７　：出願審査の請求の時期

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-47〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

５ 日本語でされた国際特許出願の出願人は、特許法第１８４条の５第１項に規定する書面の提出と所定の手数料を納付した後でなければ、当該国際特許出願についての出願審査の請求をすることができない。
（〇）　特１８４条の１７
　　▼　日本語の　審請５の１　手数料　以外の者は　提出期間後　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H18-35〕　特許法に規定する国際特許出願に関して。

３ 出願人が、特許協力条約第２３条(２)の規定に基づき、国際公開の前に指定官庁である特許庁長官に対し審査を開始するよう明示の請求を行った国際特許出願については、特許法第１８４条の５第１項に規定する書面(該当する場合には、併せて特許法第１８４条の４第１項に規定する翻訳文)が提出され、所定の手数料が納付され、出願審査の請求が行われた場合、特許庁長官は、審査官に当該国際特許出願を直ちに審査させなければならない。

（×）　第１８４条の１７。「直ちに審査させなければならない」という規定はない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H15-44〕　特許法に規定する国際特許出願に関して。
３ 外国語でされた国際特許出願について、所定の翻訳文及び国内書面が提出され、所定の手数料が納付されていても､国内書面提出期間(翻訳文提出特例期間が適用される場合はその期間)の経過前に､出願人以外の者が出願審査の請求をすることはできない。

（〇）　第１８４条の１７。
　▼　外国語　審請５の１　手数料　翻訳文と　以外は後で　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　特許法に規定する国際特許出願に関して。

１ 外国語でされた国際特許出願については、国際出願の日から３年以内であって、当該出願の翻訳文及び国内書面を提出した後であれば、出願人は、いつでも審査請求をすることができる。 

（×）　第１８４条の１７。納付すべき手数料を納付した後でなければならない。

　　▼　外国語　審請５の１　手数料　翻訳文と　以外は後で　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔予想問題〕　特許法に規定する国際特許出願に関して。

３ 日本語でされた国際特許出願については、国際出願の日から３年以内であって、国内書面を提出し、納付すべき手数料を納付した後であれば、何人も、いつでも審査請求をすることができる。 

（×）　第１８４条の１７。出願人以外の第三者による出願審査の請求については、国内書面提出期間の経過後である。

　　▼　日本語の　審請５の１　手数料　以外の者は　提出期間後　▼
⇒《　第三者による出願審査の請求　：　『青本　特許法　第２０版』 第１８４条の１７　》
　　
【実用新案法】　第七章　特許協力条約に基づく国際出願に係る特例
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆★☆☆☆｜☆
（外国語でされた国際実用新案登録出願の翻訳文）

第四十八条の四　外国語でされた国際実用新案登録出願（以下「外国語実用新案登録出願」という。）の出願人は、条約第二条（xi）の優先日（以下「優先日」という。）から二年六月（以下「国内書面提出期間」という。）以内に、前条第一項に規定する国際出願日（以下「国際出願日」という。）における条約第三条（２）に規定する明細書、請求の範囲、図面（図面の中の説明に限る。以下この条において同じ。）及び要約の日本語による翻訳文を、特許庁長官に提出しなければならない。ただし、国内書面提出期間の満了前二月から満了の日までの間に次条第一項に規定する書面を提出した外国語実用新案登録出願（当該書面の提出の日以前に当該翻訳文を提出したものを除く。）にあつては、当該書面の提出の日から二月（以下「翻訳文提出特例期間」という。）以内に、当該翻訳文を提出することができる。

２　前項の場合において、外国語実用新案登録出願の出願人が条約第十九条（１）の規定に基づく補正をしたときは、同項に規定する請求の範囲の翻訳文に代えて、当該補正後の請求の範囲の翻訳文を提出することができる。

３　国内書面提出期間（第一項ただし書の外国語実用新案登録出願にあつては、翻訳文提出特例期間。以下この条において同じ。）内に第一項に規定する明細書の翻訳文及び前二項に規定する請求の範囲の翻訳文（以下「明細書等翻訳文」という。）の提出がなかつたときは、その国際実用新案登録出願は、取り下げられたものとみなす。

４　前項の規定により取り下げられたものとみなされた国際実用新案登録出願の出願人は、国内書面提出期間内に当該明細書等翻訳文を提出することができなかつたことについて正当な理由があるときは、その理由がなくなつた日から二月以内で国内書面提出期間の経過後一年以内に限り、明細書等翻訳文並びに第一項に規定する図面及び要約の翻訳文を特許庁長官に提出することができる。

５　前項の規定により提出された翻訳文は、国内書面提出期間が満了する時に特許庁長官に提出されたものとみなす。

６　第一項に規定する請求の範囲の翻訳文を提出した出願人は、条約第十九条（１）の規定に基づく補正をしたときは、国内書面提出期間が満了する時（※１）の属する日までに限り、当該補正後の請求の範囲の日本語による翻訳文を更に提出することができる。
※１：国内書面提出期間内に出願人が条約第二十三条（２）又は第四十条（２）の規定による請求（以下「国内処理の請求」という。）をするときは、その国内処理の請求の時。以下「国内処理基準時」という。

７　特許法第百八十四条の七第三項本文の規定は、第二項又は前項に規定する翻訳文が提出されなかつた場合に準用する。
《　国内処理の請求　》　※ＰＣＴ条約
第二十三条　　国内手続の繰延べ

（１） 指定官庁は、前条に規定する当該期間の満了前に、国際出願の処理又は審査を行つてはならない。

（２） （１）の規定にかかわらず、指定官庁は、出願人の明示の請求により、国際出願の処理又は審査をいつでも行うことができる。
第四十条　　国内審査及び他の処理の繰延べ

（１） ※省略

（２） （１）の規定にかかわらず、選択官庁は、出願人の明示の請求により、国際出願の審査及び他の処理をいつでも開始することができる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H29-特実8〕　国際実用新案登録出願及び実用新案登録出願に関して。

３ 明細書、請求の範囲、図面（図面の中の説明）及び要約の日本語による翻訳文を特許庁長官に提出した外国語実用新案登録出願の出願人は、当該出願の国内処理の請求をした場合、その国内処理基準時の属する日を経過した後に、特許協力条約第１９条の規定に基づく補正の日本語による翻訳文を提出することはできない。
（〇）　第４８条の４第６項。特許法第１８４条の４第６項と似た条文なので、類推で正答できる。
　▼　１９条　基準時までに　翻訳文　▼
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆★☆☆☆｜☆
第四十八条の五　国際実用新案登録出願の出願人は、国内書面提出期間内に、次に掲げる事項を記載した書面を特許庁長官に提出しなければならない。

一　出願人の氏名又は名称及び住所又は居所

二　考案者の氏名及び住所又は居所

三　国際出願番号その他の経済産業省令で定める事項

２　特許庁長官は、次に掲げる場合は、相当の期間を指定して、手続の補正をすべきことを命ずることができる。

一　前項の規定により提出すべき書面を、国内書面提出期間内に提出しないとき。

二　前項の規定による手続が第二条の五第二項において準用する特許法第七条第一項から第三項まで又は第九条の規定に違反しているとき。

三　前項の規定による手続が経済産業省令で定める方式に違反しているとき。

四　前条第一項の規定により提出すべき要約の翻訳文を、国内書面提出期間（前条第一項ただし書の外国語実用新案登録出願にあつては、翻訳文提出特例期間）内に提出しないとき。

五　第三十二条第一項の規定により納付すべき登録料を国内書面提出期間内に納付しないとき。

六　第五十四条第二項の規定により納付すべき手数料を国内書面提出期間内に納付しないとき。

３　特許法第百八十四条の五第三項の規定は、前項の規定による命令に基づく補正に準用する。

４　国際実用新案登録出願の出願人は、日本語でされた国際実用新案登録出願（※１）にあつては第一項、外国語実用新案登録出願にあつては同項及び前条第一項の規定による手続をし、かつ、第三十二条第一項の規定により納付すべき登録料及び第五十四条第二項の規定により納付すべき手数料を納付した後でなければ、国内処理の請求をすることができない。
※１：以下「日本語実用新案登録出願」という。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H29-特実8〕　国際実用新案登録出願及び実用新案登録出願に関して。

２ 国際実用新案登録出願の出願人は、国内処理の請求をする場合、第１年から第３年までの各年分の登録料の納付をその国内処理の請求の時までにしなければならない。
（〇）　第４８条の５第４項。なお、第三十二条第一項の規定により納付すべき登録料が、第１年から第３年までの各年分の登録料である。実用新案権は無審査登録制度であるため、登録料も必要。
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆★☆☆☆｜☆
（国際出願に係る願書、明細書等の効力等）

第四十八条の六　　国際実用新案登録出願に係る国際出願日における願書は、第五条第一項の規定により提出した願書とみなす。

２　日本語実用新案登録出願に係る国際出願日における明細書及び外国語実用新案登録出願に係る国際出願日における明細書の翻訳文は第五条第二項の規定により願書に添付して提出した明細書と、日本語実用新案登録出願に係る国際出願日における請求の範囲及び外国語実用新案登録出願に係る国際出願日における請求の範囲の翻訳文は同項の規定により願書に添付して提出した実用新案登録請求の範囲と、日本語実用新案登録出願に係る国際出願日における図面並びに外国語実用新案登録出願に係る国際出願日における図面（図面の中の説明を除く。）及び図面の中の説明の翻訳文は同項の規定により願書に添付して提出した図面と、日本語実用新案登録出願に係る要約及び外国語実用新案登録出願に係る要約の翻訳文は同項の規定により願書に添付して提出した要約書とみなす。

３　第四十八条の四第二項又は第六項の規定により条約第十九条（１）の規定に基づく補正後の請求の範囲の翻訳文が提出された場合は、前項の規定にかかわらず、当該補正後の請求の範囲の翻訳文を第五条第二項の規定により願書に添付して提出した実用新案登録請求の範囲とみなす。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H29-条6〕　実用新案法に規定する国際実用新案登録出願に関して。

２ 特許協力条約第１９条の規定に基づく補正をした場合、外国語実用新案登録出願について、国内処理基準時の属する日までに、当該補正後の請求の範囲の日本語による翻訳文を提出したとき、当該翻訳文により補正がされたものとみなされる。

（×）　第４８条の６第３項。「補正がされたものとみなされる」のではなく、最初からそうだったと見なされる。特許法第１８４条の６第３項と似た条文なので、類推で正答できる。
★☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆★★☆｜☆★★☆☆｜☆
（図面の提出） 

第四十八条の七  　国際実用新案登録出願の出願人は、国際出願が国際出願日において図面を含んでいないものであるときは、国内処理基準時の属する日までに、図面を特許庁長官に提出しなければならない。 

２  　特許庁長官は、国内処理基準時の属する日までに前項の規定による図面の提出がないときは、国際実用新案登録出願の出願人に対し、相当の期間を指定して、図面の提出をすべきことを命ずることができる。 

３  　特許庁長官は、前項の規定により図面の提出をすべきことを命じた者が同項の規定により指定した期間内にその提出をしないときは、当該国際実用新案登録出願を却下することができる。 
４　第一項の規定により又は第二項の規定による命令に基づいてされた図面の提出（※１）は、第二条の二第一項の規定による手続の補正とみなす。この場合において、同項ただし書の規定は、適用しない。
※１：図面に添えて当該図面の簡単な説明を提出したときは、当該図面及び当該説明の提出

《　国際出願と図面の提出　：　『青本　実用新案法　第２０版』 第４８条の７　》

特許協力条約に基づく国際出願については条約上図面の提出が必須要件としては義務付けられておらず、ただ指定官庁は、図面が発明の理解に必要でない場合であっても発明の性質上図面によって説明することができるときは、出願人に対し、所定の期間内に図面を提出することを要求することができることとなっている。
一方、わが国においては、国際出願により保護を求めることができる実用新案登録出願については図面の提出が必須要件として義務付けられている（五条二項は図面の添付を義務付けている）ことから、国際出願日が認められた国際出願であって指定国に日本国を含むもの（実用新案登録出願に係るものに限る）であって国際出願日において図面を含んでいないものについては、ＰＣＴ七条(2)(ii)の規定により一律に図面の提出を求めることを規定したものである。
《　第４項の趣旨　：　『青本　実用新案法　第２０版』 第４８条の７　》
　四項は、一項の規定によりまたは二項の規定による命令に基づいてされた図面の提出は、二条の二第一項の規定による手続の補正とみなす旨を規定している。したがって、このように提出された図面は、国際出願日において提出されていたものとは扱われず、このような図面が新規事項を追加する補正である場合にあっては、三七条一項一号に規定する無効理由の対象となる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H30-条５〕　実用新案法に規定する国際実用新案登録出願に関して。

２ 国際実用新案登録出願の出願人は、国際出願が国際出願日において図面を含んでいないものであるときは、国内処理基準時の属する日までに、図面を特許庁長官に提出しなければならないが、この図面は、国際出願日において提出されたものとみなされる。
（×）　第４８条の７第１項、第４項。この図面は、国際出願日において提出されたものとは扱われない。
⇒《　第４項の趣旨　：　『青本　実用新案法　第２０版』 第４８条の７　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H29-特実8〕　国際実用新案登録出願及び実用新案登録出願に関して。

１ 国際実用新案登録出願の出願人は、国際出願が国際出願日において図面を含んでいないものであるときは、国内処理基準時の属する日までに、図面を特許庁長官に提出しなければならないが、その日までに図面の提出をしない場合でも、特許庁長官から図面の提出を命じられて図面を提出するときは、図面に添えて当該図面の簡単な説明を提出することができる。
（〇）　第４８条の７。図面の簡単な説明は、第４項かっこ書を参照。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H26-46〕　実用新案法に規定する国際実用新案登録出願に関して。

(ﾛ) 国際実用新案登録出願が国際出願日において図面を含んでいない場合、特許協力条約上図面は必要な場合にしか要求されないことから、図面の提出がないときであっても、特許庁長官により当該出願が却下されることはない。 

（×）　第４８条の７第１項の規定により図面の提出が要求され、第３項により出願が却下される。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H25-16〕　実用新案法に規定する国際実用新案登録出願に関して。

(ﾆ) 国際実用新案登録出願の出願人が、国際出願日において国際実用新案登録出願に含まれていなかった図面を、所定の期間内に提出したが、当該図面が、国際出願日における国際出願の明細書又は請求の範囲に記載した事項の範囲内のものでないときは、その国際実用新案登録出願の出願日は、当該図面を提出した日となる。

（×）　そのような規定はない。ただし、第３７条１項１号の無効理由を有する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H15-44〕　特許法に規定する国際特許出願又は実用新案法に規定する国際実用新案登録出願に関して。
４ 国際実用新案登録出願に係る国際出願が国際出願日において図面を含んでいないものであって、国内処理基準時の属する日までに図面の提出がなかった。この場合、特許庁長官は、当該出願人に対し、相当の期間を指定して図面の提出をすべきことを命ずることができ、当該出願人が前記期間内にその提出をしないときは、その国際実用新案登録出願を却下することができる。

（〇）　実４８条の７第２項・第３項
☆☆☆｜☆☆★☆☆｜☆☆★☆☆｜☆☆★☆☆｜☆
（補正の特例） 

第四十八条の八  　第四十八条の十五第一項において準用する特許法第百八十四条の七第二項 及び第百八十四条の八第二項 の規定により第二条の二第一項 の規定によるものとみなされた補正については、同項 ただし書の規定は、適用しない。 

２  　国際実用新案登録出願についてする条約第二十八条（１）又は第四十一条（１）の規定に基づく補正については、第二条の二第一項ただし書の規定は、適用しない。 

３  　外国語実用新案登録出願に係る明細書、実用新案登録請求の範囲又は図面について補正ができる範囲については、第二条の二第二項中「願書に最初に添付した明細書、実用新案登録請求の範囲又は図面」とあるのは、「第四十八条の四第一項の国際出願日における国際出願の明細書、請求の範囲又は図面」とする。 

４  　特許法第百八十四条の十二第一項の規定は、国際実用新案登録出願についてする第二条の二第一項本文又は条約第二十八条（１）若しくは第四十一条（１）の規定に基づく補正に準用する。この場合において、同法第百八十四条の十二第一項中「第百九十五条第二項」とあるのは「実用新案法第三十二条第一項の規定により納付すべき登録料及び同法第五十四条第二項」と、「納付した後であつて国内処理基準時を経過した後」とあるのは「納付した後」と読み替えるものとする。 

《　第百八十四条の十二第一項の読み替え　》
日本語実用新案登録出願については第四十八条の五第一項の規定による手続をし、かつ、実用新案法第三十二条第一項の規定により納付すべき登録料及び同法第五十四条第二項の規定により納付すべき手数料を納付した後、外国語実用新案登録出願については第四十八条の四第一項又は第四項及び第四十八条の五第一項の規定による手続をし、かつ、実用新案法第三十二条第一項の規定により納付すべき登録料及び同法第五十四条第二項の規定により納付すべき手数料を納付した後でなければ、第十七条第一項本文の規定にかかわらず、手続の補正をすることができない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H30-条５〕　実用新案法に規定する国際実用新案登録出願に関して。

３ 外国語実用新案登録出願に係る明細書、実用新案登録請求の範囲又は図面について補正をするときは、国際出願日における国際出願の明細書、請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲内においてしなければならない。
（○）　第４８条の８第３項。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H25-16〕　実用新案法に規定する国際実用新案登録出願に関して。

(ﾛ) 外国語でされた国際実用新案登録出願の出願人は、実用新案法第４８条の５第１項に規定する書面及び翻訳文を提出し、かつ、所定の手数料及び登録料を納付した後でなければ、補正（実用新案法第２条の２第１項の規定による手続の補正）をすることができない。

（○）　第４８条の８第４項で読替準用する特許法第１８４条の１２第１項。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H20-１〕　実用新案法の規定に関して。

(ﾎ) 外国語実用新案登録出願の出願人が、当該出願に係る明細書、実用新案登録請求の範囲又は図面について手続補正書により補正をするときは、当該出願の国際出願日における当該出願に係る国際出願の明細書、請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲内であっても、当該出願に係る国際出願日における国際実用新案登録出願の明細書若しくは図面(図面の中の説明に限る。)の日本語による翻訳文、当該出願に係る国際出願日における国際実用新案登録出願の請求の範囲の日本語による翻訳文又は当該出願に係る国際出願日における国際実用新案登録出願の図面(図面の中の説明を除く。)に記載した事項の範囲内において

しなければならない。

　ただし、当該国際出願に関して、特許協力条約第１９条又は第３４条に規定する補正はないものとする。

（×）　第４８条の８第３項。「第四十八条の四第一項の国際出願日における国際出願の明細書、請求の範囲又は図面」に関して、補正が可能である。

☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆★☆☆｜☆
（実用新案登録出願等に基づく優先権主張の特例）

第四十八条の十　　国際実用新案登録出願については、第八条第一項ただし書及び第四項並びに第九条第二項の規定は、適用しない。

２　（略）

３　（略）

４　（略）
《参考》

第八条　　実用新案登録を受けようとする者は、次に掲げる場合を除き、その実用新案登録出願に係る考案について、その者が実用新案登録又は特許を受ける権利を有する実用新案登録出願又は特許出願であつて先にされたもの（以下「先の出願」という。）の願書に最初に添付した明細書、実用新案登録請求の範囲若しくは特許請求の範囲又は図面（先の出願が特許法第三十六条の二第二項の外国語書面出願である場合にあつては、同条第一項の外国語書面）に記載された考案に基づいて優先権を主張することができる。ただし、先の出願について仮専用実施権を有する者があるときは、その実用新案登録出願の際に、その承諾を得ている場合に限る。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H30-条５〕　実用新案法に規定する国際実用新案登録出願に関して。

１ 国際実用新案登録出願に係る考案について、先にされた特許出願の願書に最初に添付された明細書に記載された考案に基づいて優先権を主張するとき、先にされた特許出願について仮専用実施権を有する者があっても、当該仮専用実施権を有する者の承諾を得なくてよい。
（○）　第４８条の１０第１項、第８条第１項柱書ただし書。

☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆★☆☆☆｜☆
（出願の変更の特例）

第四十八条の十一　特許法第百八十四条の三第一項又は第百八十四条の二十第四項の規定により特許出願とみなされた国際出願の実用新案登録出願への変更については、同法第百八十四条の六第二項の日本語特許出願にあつては同法第百八十四条の五第一項、同法第百八十四条の四第一項の外国語特許出願にあつては同項又は同条第四項及び同法第百八十四条の五第一項の規定による手続をし、かつ、同法第百九十五条第二項の規定により納付すべき手数料を納付した後（※１）でなければすることができない。
※１：同法第百八十四条の二十第四項の規定により特許出願とみなされた国際出願については、同項に規定する決定の後

《　第４８条の１１　まとめ　》
①日本語出願
　・国内書面の提出（第１８４条の５第１項）
　・手数料の納付（第１９５条第２項）

②外国語出願
　・国内書面の提出（第１８４条の５第１項）　
　・手数料の納付（第１９５条第２項）
　・翻訳文の提出（第１８４条の４第１項または第４項）

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H29-特実8〕　国際実用新案登録出願及び実用新案登録出願に関して。

４ 特許法第１８４条の４第１項に規定される外国語特許出願の出願人は、同法第１８４条の５第１項の規定による手続をし、同法第１９５条第２項の規定により納付すべき手数料を納付し、同法第１８４条の４第１項又は同条第４項の規定による翻訳文を提出した後であっても、国内処理基準時の経過後でなければ、当該出願を実用新案登録出願に変更することができない。
なお、この外国語特許出願について出願審査の請求はされていないものとし、また、国際出願日から９年６月を経過していないものとする。
（×）　第４８条の１１。国内処理基準時は、条件になっていない。
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆★｜☆☆★☆☆｜☆
（登録料の納付期限の特例） 
第四十八条の十二  　国際実用新案登録出願の第一年から第三年までの各年分の登録料の納付については、第三十二条第一項中「実用新案登録出願と同時」とあるのは、「第四十八条の四第一項に規定する国内書面提出期間内（同条第六項に規定する国内処理の請求をした場合にあつては、その国内処理の請求の時まで）」とする。

《　参考：第３２条第３項　》

３　特許庁長官は、登録料を納付すべき者の請求により、三十日以内を限り、第一項に規定する期間を延長することができる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H30-条５〕　実用新案法に規定する国際実用新案登録出願に関して。

４ 国際実用新案登録出願の第１年から第３年までの各年分の登録料は、国内処理の請求をしない場合は、国内書面提出期間内に一時に納付しなければならないが、登録料を納付すべき者の請求により、この期間は延長することができる。
（○）　第４８条の１２、第３２条第３項。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H27-11〕　特許法に規定する国際特許出願又は実用新案法に規定する国際実用新案登録出願に関して。

４ 国際実用新案登録出願の第１年から第３年までの各年分の登録料の納付については、 国内書面の提出と同時に一時に納付しなければならない。 

（×）　第４８条の１２。国内書面提出期間内である。

☆☆☆｜☆★☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜★★★☆☆｜☆
（実用新案技術評価の請求の時期の制限） 

第四十八条の十三  　国際実用新案登録出願に係る実用新案技術評価の請求については、第十二条第一項中「何人も」とあるのは、「第四十八条の四第六項に規定する国内処理基準時を経過した後、何人も」とする。 

《　参考：第１２条第１項の読み替え　》
第十二条　　実用新案登録出願又は実用新案登録については、第四十八条の四第六項に規定する国内処理基準時を経過した後、何人も、特許庁長官に、その実用新案登録出願に係る考案又は登録実用新案に関する技術的な評価であつて、第三条第一項第三号及び第二項（同号に掲げる考案に係るものに限る。）、第三条の二並びに第七条第一項から第三項まで及び第六項の規定に係るもの（以下「実用新案技術評価」という。）を請求することができる。この場合において、二以上の請求項に係る実用新案登録出願又は実用新案登録については、請求項ごとに請求することができる。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H30-条５〕　実用新案法に規定する国際実用新案登録出願に関して。

５ 国際実用新案登録出願について、国内処理基準時を経過した後、何人も、特許庁長官に、実用新案技術評価を請求することができる。
（○）　第４８条の１３
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H29-特実8〕　国際実用新案登録出願及び実用新案登録出願に関して。

５ 実用新案登録出願に関する実用新案技術評価の請求は、出願後に何人も請求することができるが、国際実用新案登録出願の場合には、国内処理基準時を経過するまでは出願人であってもすることはできない。
（〇）　第４８条の１３。条文の通り。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-条6〕　特許協力条約に基づく実用新案法に規定する国際実用新案登録出願に関して。

(ﾆ) 国際実用新案登録出願については、何人もいつでも実用新案技術評価を請求することができる。
（×）　第４８条の１３。国内処理基準時を経過した後に制限されている。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H19-53〕　実用新案法に規定する国際実用新案登録出願に関して。

(ｲ) 国際実用新案登録出願の出願人は、国内処理基準時を経過する前であっても、当該国際実用新案登録出願に係る実用新案技術評価の請求をすることができる場合がある。

（×）　第４８条の１３。国内処理基準時を経過した後である。例外規定はない。

★☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
（無効理由の特例）

第四十八条の十四　　外国語実用新案登録出願に係る実用新案登録無効審判については、第三十七条第一項第一号中「その実用新案登録が第二条の二第二項に規定する要件を満たしていない補正をした実用新案登録出願に対してされたとき」とあるのは、「第四十八条の四第一項の外国語実用新案登録出願に係る実用新案登録の願書に添付した明細書、実用新案登録請求の範囲又は図面に記載した事項が同項の国際出願日における国際出願の明細書、請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲内にないとき」とする。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H15-44〕　特許法に規定する国際特許出願又は実用新案法に規定する国際実用新案登録出願に関して。
５ 外国語でされた国際実用新案登録出願に係る実用新案登録の願書に添付した明細書の記載事項が、国際出願日における国際出願の明細書、請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲内にないことは、実用新案登録の無効理由となる。

（〇）　実４８条の１４。
【　特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律（国願法）　】
第一章　　総則

☆★☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
（趣旨）

第一条　　この法律は、千九百七十年六月十九日にワシントンで作成された特許協力条約（以下「条約」という。）に基づく国際出願、国際調査及び国際予備審査に関し、特許庁と出願人との間における手続を定めるものとする。

《　趣旨　：　『青本（第２０版）』　第１条　》
この法律は、ＰＣＴの規定のうち特許庁と出願人との間の手続のうち必要的なものを規定したものであり、具体的には、日本国民又は日本国内に住所又は居所（法人にあっては営業所）を有する外国人（以下「日本国民等」という）が、ＰＣＴの加盟に伴い特許庁に対し日本語等で国際出願ができること、その他特許庁が受理官庁、国際調査機関及び国際予備審査機関として行動する場合における特許庁とその出願人との間にとられるべき手続を明定するとともに、ＰＣＴ上国内法令に委ねられている手数料の徴収等について規定している。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H16-41〕　２人以上の出願人が、特許協力条約に基づき受理官庁としての国際事務局に国際出願をする場合に関して。
４ 出願人全員が日本の国民である場合であっても、国際出願をする手続きに関しては「特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律」は適用されない。

（〇）　国願法１条。この法律は、「（日本）特許庁と出願人との間における手続を定めるもの」であるから、「受理官庁としての国際事務局に国際出願をする場合」は、（日本）特許庁は無関係であり、この法律は適用されない。
第二章　　国際出願

☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜★☆☆☆☆｜★☆☆☆☆｜☆
（国際出願）

第二条　　日本国民又は日本国内に住所若しくは居所（法人にあつては、営業所）を有する外国人（以下「日本国民等」という。）は、特許庁長官に条約第二条（vii）の国際出願（以下「国際出願」という。）をすることができる。日本国民等と日本国民等以外の者が共同して国際出願をするときも、同様とする。

《　二人以上の出願人がある場合　：　『青本（第２０版）』　第２条　》
二人以上の出願人がある場合は、ＰＣＴ規則19.2(i)の規定により、少なくとも一人が日本国民等であればＰＣＴ規則19.1(a)(i)及び(ii)に規定する要件は満たされたものとみなされるので、日本国民等と日本国民等以外の者の共同出願の場合において、出願人に日本国民等が一人含まれていれば、特許庁長官に対し、国際出願をできることとなる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-条6〕　特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律に規定する国際出願及び実用新案法に規定する国際実用新案登録出願に関して。

(ｲ) 日本国内に住所又は居所（法人にあっては、営業所）を有しない外国人と日本国民が共同して国際出願をする場合、日本国民が代表者であるか又は筆頭出願人でなければ、特許庁長官に対し国際出願することは認められない。
（×）　国願法２条。日本国民が代表者であるか又は筆頭出願人でなければならないという規定はない。
　⇒《　二人以上の出願人がある場合　：　『青本（第２０版）』　第２条　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-45〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１ 日本国内に住所又は居所（法人にあっては、営業所）のいずれも有しない外国人は、日本国内に住所を有する外国人と共同して日本国特許庁長官に国際出願をすることができる。
（〇）　国願法２条。
　⇒《　二人以上の出願人がある場合　：　『青本（第２０版）』　第２条　》
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆★☆★★｜☆☆☆☆☆｜☆
（願書等）

第三条　　国際出願をしようとする者は、日本語又は経済産業省令で定める外国語（※英語）で作成した願書、明細書、請求の範囲、必要な図面及び要約書を特許庁長官に提出しなければならない。

２　願書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。
一　当該出願を条約に従つて処理すべき旨の申立て
二　出願人の氏名又は名称並びにその国籍及び住所又は居所
（出願人が二人以上ある場合にあつては、日本国民等である出願人のうち少なくとも一人の国籍及び住所又は居所）
三　発明の名称
四　前各号に掲げるもののほか、経済産業省令で定める事項

３　明細書、請求の範囲、図面及び要約書に記載すべき事項その他これらの書類に関し必要な事項は、経済産業省令で定める。

《　外国語　：　『青本（第２０版）』　第３条　》
　一項は、ＰＣＴ三条(2)の規定を受けて国際出願をしようとする者は、特許庁長官に対し、願書、明細書、請求の範囲、必要な図面及び要約書を提出しなければならない旨を定めるとともに、ＰＣＴ三条(4)(i)の規定を受けて、それらの書類は日本語又は経済産業省令で定める外国語で作成しなければならない旨定めている。なお、この国際出願は、ＰＣＴ三条(4)(iii)の発明の単一性の要件を満たしている必要がある。
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□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H27-50〕 特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律に規定する国際出願に関して。

１ 出願人が２人以上ある場合、国際出願をしようとする者が願書に記載しなければならない事項には、全ての出願人の国籍及び住所又は居所が含まれる。
（×）　国願法３条２項２号かっこ書。全ての出願人ではなく、少なくとも一人で良い。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H26-57〕 特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律に規定する国際出願に関して。

(ﾊ) 国際出願をしようとする者は、願書、明細書、請求の範囲、必要な図面及び要約書を、日本語、英語又はフランス語で作成し、特許庁長官に提出することができる。
（×）　国願法３条１項、国願法施規１２条。「経済産業省令で定める外国語」とは、英語である。フランス語は認められていない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-39〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

２ 特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律に基づき、日本国特許庁へ国際出願をする場合に、日本語以外の言語で願書、明細書、請求の範囲、必要な図面及び要約書が作成されているときは、出願時に日本語の翻訳文を添付しなければならない。
（×）　国願法３条など。日本語の翻訳文を添付しなければならないという規定はない。

☆☆★｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆★★｜☆☆☆☆☆｜☆
（国際出願日の認定等）

第四条　　特許庁長官は、国際出願が次の各号のいずれかに該当する場合を除き、国際出願が特許庁に到達した日を国際出願日として認定しなければならない。
一　出願人が第二条に規定する要件を満たしていないとき。
二　前条第二項第一号に掲げる事項の記載がないとき。
三　出願人の氏名若しくは名称の記載がなく、又はその記載が出願人を特定できる程度に明確でないと認められるとき。
四　明細書又は請求の範囲が含まれていないとき。
五　明細書及び請求の範囲が日本語又は前条第一項の経済産業省令で定める外国語で作成されていないとき。

２　特許庁長官は、国際出願が前項各号のいずれかに該当するときは、相当の期間を指定して、書面により手続の補完をすべきことを命じなければならない。

３　特許庁長官は、前項の規定により手続の補完をすべきことを命じられた者が同項の規定により指定された期間内に手続の補完をしたときは、手続の補完に係る書面の到達の日を国際出願日として認定しなければならない。

《　到達主義の採用　：　『青本（第２０版）』　第４条　》
　特許法では願書等の出願書類の提出については発信主義をとっている（特一九条）が、ＰＣＴの場合は到達主義をとっているので「特許庁に到達した日」という表現でその旨を明定している。
《　第１項第５号　：　『青本（第２０版）』　第４条　》
　平成六年の一部改正において、平成三年のＰＣＴ同盟総会において改正されたＰＣＴ規則旧20.4(c)を適用することとしたのに伴い、従来、国際出願について願書、明細書、請求の範囲、必要な図面及び要約書のすべてが日本語で作成されていない場合及びそれらのすべてが経済産業省令で定める外国語で作成されていない場合には国際出願日を認定しない旨の規定（旧二号）を削除し、新たに、国際出願について明細書及び請求の範囲が日本語又は経済産業省令で定める外国語で作成されていない場合には国際出願日を認定しない旨を規定した（五号）。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H27-50〕 特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律に規定する国際出願に関して。

２ 国際出願に出願人の氏名又は名称の記載がない場合は、手続の補正をすべきことが命じられ、指定された期間内に手続の補正をしたときは、当該国際出願が特許庁に到達した日を国際出願日として認定する。
（×）　国願法４条３項。「補正」ではなく、「補完」である。また、「国際出願が特許庁に到達した日」ではなく、「手続の補完に係る書面の到達の日」が正しい。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H26-57〕 特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律に規定する国際出願に関して。

(ｲ) 国際出願に、明細書又は請求の範囲が含まれておらず、手続の補完を命じられた場合、指定された期間内に手続の補完をすれば、当該国際出願が特許庁に到達した日が国際出願日として認定される。
（×）　国願法４条３項。「国際出願が特許庁に到達した日」ではなく、「手続の補完に係る書面の到達の日」が正しい。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H17-35〕　特許協力条約に関して。

１ 受理官庁としての日本国特許庁に国際出願に係る願書等を郵便により提出した場合、当該願書等を郵便局に差し出した日時を郵便物の受領証により証明したときは、その日時に当該国際出願が日本国特許庁に到達したものとみなされる。

（×）　国願法４条１項柱書。国際出願が特許庁に到達した日を、国際出願日として認定する。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔想定問題〕　特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律に規定する国際出願に関して。
１　願書が、日本語または英語で作成されていない場合は、補完命令が出される。
（×）　国願法第４条、第６条。補正命令になる。つまり、出願日の認定は影響しない。

☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆★★☆｜☆☆☆★☆｜☆
第五条　　特許庁長官は、国際出願において、その国際出願に含まれていない図面についての記載がされているときは、その旨を出願人に通知しなければならない。

２　特許庁長官は、前項の規定による通知を受けた者が経済産業省令で定める期間内に同項の記載に係る図面を提出したときは、その図面の到達の日を国際出願日として認定しなければならない。

《　図面を提出しない場合　：　『青本（第２０版）』　第５条　》
一項は、国際出願の願書あるいは明細書中に図面についての記載があるにもかかわらず、提出された国際出願にはそれに相当する図面が含まれていないことを発見した場合には、特許庁長官はその旨を出願人に通知する旨を規定している。
なお、四条二項の手続の補完命令、六条の補正命令と異なり、この通知に対して出願人が図面を提出しなくとも国際出願日を認めない等のなんら不利益を受けず、ただ、図面への言及はないものとみなされるだけである（ＰＣＴ１４条(2)）。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2019-条05〕　特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律に関して。

2 国際出願においてその国際出願に含まれていない図面についての記載がされているとき、特許庁長官からの補正命令に対して出願人が指定された期間内に図面を提出しなかった場合には、特許庁長官は、その国際出願が取り下げられたものとみなす旨の決定をしなければならない。
（×）　国願法５条１項。通知だけである。
⇒《　図面を提出しない場合　：　『青本（第２０版）』　第５条　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H26-57〕 特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律に規定する国際出願に関して。

(ﾛ) 国際出願に、その国際出願に含まれていない図面についての記載がされている場合、特許庁長官からその旨が出願人に通知されるが、出願人が経済産業省令で定める期間内に図面を提出したときには、その図面の到達の日が国際出願日として認定される。
（〇）　国願法５条１項、２項。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H25-19〕　特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律に規定する国際出願に関して。

(ﾛ) 特許庁長官は、国際出願において、その国際出願に含まれていない図面についての記載がされているときは、その国際出願の出願人に、相当の期間を指定して、その旨を通知するが、その国際出願の出願人が、指定された期間内に図面を提出しなかった場合には、その国際出願は取り下げられたものとみなされる。
（×）　国願法５条１項、PCT条14条(2)。図面への言及はないものとみなされるだけである。
⇒《　図面を提出しない場合　：　『青本（第２０版）』　第５条　》
☆☆☆｜☆☆☆☆★｜☆☆★☆☆｜★☆☆★☆｜☆
（補正命令）

第六条　　特許庁長官は、国際出願が次の各号の一に該当するときは、相当の期間を指定して、書面により手続の補正をすべきことを命じなければならない。
一　願書が日本語又は第三条第一項の経済産業省令で定める外国語（※英語）で作成されていないとき。
二　発明の名称の記載がないとき。
三　図面（図面の中の説明に限る。）及び要約書が明細書及び請求の範囲と同一の言語で作成されていないとき。
四　要約書が含まれていないとき。
五　第十六条第三項の規定又は第十九条第一項前段において準用する特許法（昭和三十四年法律第百二十一号）第七条第一項から第三項までの規定（第十九条第一項後段の政令でこれらの規定の特例を定めたときは、当該特例に係る当該政令の規定）に違反しているとき。
六　経済産業省令で定める方式に違反しているとき。

《　趣旨　：　『青本（第２０版）』　第６条　》
平成六年の一部改正において、四条一項の改正により願書、図面及び要約書が日本語、又は経済産業省令で定める外国語で作成されていない国際出願についても手続の補完を命ずることなく国際出願日を認定することとしたこと、並びに平成三年の同盟総会において改正されたＰＣＴ規則26.3の３(a)の規定を適用することとしたことに伴い、新たに、国際出願について、願書が日本語又は経済産業省令で定める外国語で作成されていない場合（一号）、並びに図面（図面の中の説明に限る。）及び要約書が明細書及び請求の範囲と同一の言語で作成されていない場合（三号）には、特許庁長官は、手続の補正を命じなければならない旨を規定した。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2019-条05〕　特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律に関して。

1 特許庁長官は、国際出願において要約書が含まれていないとき、相当の期間を指定して、書面により手続の補完をすべきことを命じなければならない。
（×）　国願法６条４号。補完ではなく、補正である。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-条6〕　特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律に規定する国際出願及び実用新案法に規定する国際実用新案登録出願に関して。

(ﾛ) 願書が中国語で作成されている場合、特許庁長官は、相当の期間を指定して、書面により手続の補完をすべきことを命じなければならない。
（×）　国願法６条１号、国願法施規１２条。補完ではなく、補正である。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H25-19〕　特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律に規定する国際出願に関して。

(ﾊ) 特許庁長官は、国際出願に発明の名称の記載がないときは、その国際出願の出願人に、相当の期間を指定して、書面により手続の補正を命じるが、その国際出願の出願人が、指定された期間内に発明の名称を記載した書面を提出した場合には、その書面が特許庁に到達した日が国際出願日として認定される。
（×）　国願法６条。「補正」であって「補完」ではないため、国際出願日として認定・・・という規定はない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-13〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１ 受理官庁としての日本国特許庁に国際出願がなされた場合、国際出願に要約書が含まれていないとき、又は、要約書が明細書及び請求の範囲と同一の言語で作成されていないときは、特許庁長官は出願人に対して手続の補正を命じなければならない。
（〇）　国願法６条３号・４号。
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
（取り下げられたものとみなす旨の決定）

第七条　　特許庁長官は、国際出願が次の各号のいずれかに該当するときは、その国際出願が取り下げられたものとみなす旨の決定をしなければならない。
一　前条の規定により手続の補正をすべきことを命じられた者が同条の規定により指定された期間内に手続の補正をしなかつたとき。
二　第十八条第二項（同項の表三の項に掲げる部分を除く。）の規定により納付すべき手数料が経済産業省令で定める期間内に納付されなかつたとき。
三　第四条第一項若しくは第三項又は第五条第二項の規定による認定をした国際出願につき、経済産業省令で定める期間内に、当該国際出願が第四条第一項各号のいずれかに該当することを発見したとき。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔想定問題〕　特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律に規定する国際出願に関して。
１　受理官庁としての日本国特許庁に国際出願がなされた場合、国際出願に要約書が含まれていないときは、特許庁長官は、相当の期間を指定して、出願人に対して手続の補正を命じなければならない。また、その手続の補正をすべきことを命じられた者が、指定された期間内に手続の補正をしなかつたときは、その国際出願が取り下げられたものとみなす旨の決定をしなければならない。
（〇）　第６条、第７条。
第三章　　国際調査

☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
（国際調査報告）

第八条　　特許庁長官は、第四条第一項若しくは第三項又は第五条第二項の規定による認定をした国際出願（条約に規定する他の国際調査機関が条約第十五条に規定する国際調査（以下「国際調査」という。）をするものを除く。この章及び次章において同じ。）につき、審査官に条約第十八条（1）に規定する国際調査報告（以下「国際調査報告」という。）を作成させなければならない。

２　審査官は、国際出願がその全部の請求の範囲につき次の各号の一に該当するときは、前項の規定にかかわらず、国際調査報告を作成しない旨の決定をしなければならない。

一　国際調査をすることを要しないものとして経済産業省令で定める事項を内容とするものであるとき。

二　明細書、請求の範囲若しくは図面に必要な事項が記載されておらず、又はその記載が著しく不明確であるため、これらの書類に基づいて有効な国際調査をすることができないとき。

３　審査官は、国際出願がその一部の請求の範囲につき前項各号の一に該当するときは、その旨及び当該一部の請求の範囲以外の請求の範囲のみについてした国際調査の結果を、国際調査報告に記載するものとする。

４　特許庁長官は、国際出願が条約第十七条（3）（a）の発明の単一性の要件を満たしていないときは、出願人に対し、相当の期間を指定して、次の各号に掲げる場合に応じ当該各号に定める金額に請求の範囲に記載されている発明の数から一を減じて得た数を乗じて得た金額の範囲内において政令で定める金額の手数料を追加して納付すべきことを命じなければならない。

一　明細書及び請求の範囲が日本語で作成されている場合　十万五千円

二　明細書及び請求の範囲が第三条第一項の経済産業省令で定める外国語で作成されている場合　十六万八千円

５　審査官は、前項の規定により手数料を追加して納付すべきことを命じられた出願人が同項の規定により指定された期間内にその命じられた金額の手数料を追加して納付しないときは、経済産業省令で定めるところにより、その国際出願を手数料の納付があつた発明に係る部分とその他の発明に係る部分とに区分し、手数料の納付があつた発明に係る部分については当該発明に係る部分についてした国際調査の結果を、その他の発明に係る部分についてはその旨を、国際調査報告に記載するものとする。

《　特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律施行規則　第４２条　》

（国際調査を要しない国際出願の内容）

第四十二条　法第八条第二項第一号の国際調査を要しないものとして経済産業省令で定める事項は、次に掲げる事項とする。

一　科学及び数学の理論

二　事業活動、純粋に精神的な行為の遂行又は遊戯に関する計画、法則又は方法

三　情報の単なる提示

四　コンピューター・プログラム（国内出願において先行技術の調査を行うものを除く。）
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔想定問題〕　特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律に規定する国際出願に関して。
１　審査官は、国際出願がその全部の請求の範囲につき、科学及び数学の理論に係るものであるときは、国際調査報告を作成しない旨の決定をしなければならない。
（〇）　国願法８条第２項
⇒《　特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律施行規則　第４２条　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔想定問題〕　特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律に規定する国際出願に関して。
１　審査官は、国際出願がその一部の請求の範囲につき、科学及び数学の理論に係るものであるときは、国際調査報告を作成しない旨の決定をしなければならない。
（×）　国願法８条第３項。残りの請求項に関しては、国願法８条２項に該当しない場合、国際調査報告を作成する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔想定問題〕　特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律に規定する国際出願に関して。
１　審査官は、国際出願が条約第十七条（3）（a）の発明の単一性の要件を満たしていないときは、国際調査報告を作成しない。
（×）　国願法８条第４項、第５項。追加の手数料を求めたり、追加の手数料が支払われない場合は既に支払っている範囲内で報告を作成したりする。

☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆★☆｜☆☆☆☆☆｜☆
（文献の写しの請求）

第九条　　出願人は、その国際出願に係る国際調査報告にその国際出願と関連する技術に関する文献の記載があるときは、特許庁長官に対し、経済産業省令で定める期間内に、その文献の写しの送付を請求することができる。

《　趣旨　：　『青本（第２０版）』　第９条　》
本条は、ＰＣＴ二〇条(3)を受けた規定である。
出願人は、国際調査報告にその国際出願と関連があると認められる技術文献が列記されているときには、所定の手数料を支払うことを条件として（一八条一項）、特許庁長官に対し、その文献の写しを請求することができる旨を定めたものである。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H26-57〕 特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律に規定する国際出願に関して。

(ﾆ) 出願人は、その国際出願に係る国際調査報告にその国際出願と関連する技術に関する文献の記載があるときは、特許庁長官に対し、経済産業省令で定める期間内に、その文献の写しの送付を請求することができる。
（〇）　国願法９条

第四章　国際予備審査

☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆★☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
（国際予備審査の請求）

第十条　　第四条第一項若しくは第三項又は第五条第二項の規定による認定を受けた国際出願の出願人は、経済産業省令で定める期間内に、その国際出願について、特許庁長官に条約第三十三条に規定する国際予備審査（以下「国際予備審査」という。）の請求をすることができる。ただし、出願人が条約第三十一条（2）の規定により国際予備審査の請求をすることができることとされている者以外の者である場合その他経済産業省令で定める場合は、この限りでない。

２　前項の請求をしようとする者は、経済産業省令で定める事項を日本語又は経済産業省令で定める外国語（※英語）により記載した請求書を、特許庁長官に提出しなければならない。

《　字句の解釈　：　『青本（第２０版）』　第１０条　》
１ 〈一項の経済産業省令で定める期間〉
ＰＣＴ規則54の2.1に規定されており、国際調査報告又は国際調査報告を作成しない旨の通知及び国際調査機関による特許性に関する見解が出願人に送付されてから三月、又は優先日から二二月のいずれか遅い日までである。
３ 〈二項の経済産業省令で定める事項〉
ＰＣＴ規則53. 2及び53.5に定められており、申立て、出願人に関する表示、代理人及び代表者に関する表示（代理人及び代表者がある場合）、国際出願に関する表示、補正に関する表示である（施規五二条参照）。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-19〕　特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律に規定する国際出願に関して。

(ﾆ) 日本国特許庁に国際予備審査の請求をしようとする者は、経済産業省令で定める事項を日本語又は経済産業省令で定める外国語により記載した請求書を、特許庁長官に提出しなければならない。
（〇）　国願法１０条２項
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
（国際予備審査の請求に伴う補正）

第十一条　　国際予備審査の請求をした出願人は、経済産業省令で定める期間内に限り、当該請求に係る国際出願の出願時における明細書、請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲内において、明細書、請求の範囲又は図面について補正をすることができる。

《　特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律施行規則　第５５条　》
（国際予備審査の請求に伴う補正の期間）

第五十五条　法第十一条の経済産業省令で定める期間は、次に掲げるいずれかの期間とする。

一　国際予備審査の請求をした時から国際予備審査報告の作成が開始されるまでの期間

二　審査官が、法第十三条の規定により期間を指定して答弁書を提出する機会を与えた場合における当該指定した期間

三　審査官が、出願人の請求により期間を指定して補正書を提出する機会を与えた場合における当該指定した期間
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆★｜☆☆☆☆☆｜☆
（国際予備審査報告）

第十二条　　特許庁長官は、国際予備審査の請求があつたときは、当該請求に係る国際出願につき、審査官に条約第三十五条に規定する国際予備審査報告（以下「国際予備審査報告」という。）を作成させなければならない。

２　審査官は、国際予備審査の請求に係る国際出願がその全部の請求の範囲につき次の各号の一に該当するときはその旨を、国際予備審査の請求に係る国際出願がその一部の請求の範囲につき次の各号の一に該当するときはその旨及び当該一部の請求の範囲以外の請求の範囲のみについてした国際予備審査の結果を、国際予備審査報告に記載するものとする。

一　国際予備審査をすることを要しないものとして経済産業省令で定める事項を内容とするものであるとき。

二　明細書、請求の範囲若しくは図面における記載が不明確であり、又は請求の範囲が明細書による十分な裏付けを欠いているため、請求の範囲に記載されている発明につき、条約第三十三条（2）、（3）又は（4）に規定する新規性、進歩性又は産業上の利用可能性についての同条（1）に規定する見解を示すことができないとき。

３　特許庁長官は、国際予備審査の請求に係る国際出願が条約第三十四条（3）（a）の発明の単一性の要件を満たしていないときは、出願人に対し、相当の期間（※命令の日から一月）を指定して、国際予備審査を受けようとする請求の範囲を減縮し、又は次の各号に掲げる場合に応じ当該各号に定める金額に当該請求の範囲に記載されている発明の数から一を減じて得た数を乗じて得た金額の範囲内において政令で定める金額の手数料を追加して納付すべきことを命じなければならない。

一　明細書及び請求の範囲が日本語で作成されている場合　二万八千円

二　明細書及び請求の範囲が第三条第一項の経済産業省令で定める外国語で作成されている場合　四万五千円

４　審査官は、前項の規定により国際予備審査を受けようとする請求の範囲を減縮し又は手数料を追加して納付すべきことを命じられた出願人が同項の規定により指定された期間内にその請求の範囲を減縮せず又はその命じられた金額の手数料を追加して納付しないときは、経済産業省令で定めるところにより、その国際出願を手数料の納付があつた発明に係る部分とその他の発明に係る部分とに区分し、手数料の納付があつた発明に係る部分については当該発明に係る部分についてした国際予備審査の結果を、その他の発明に係る部分についてはその旨を、国際予備審査報告に記載するものとする。

《　特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律施行規則　第４２条　》

（国際調査を要しない国際出願の内容）　⇒予備審査にも準用されている

第四十二条　法第八条第二項第一号の国際調査を要しないものとして経済産業省令で定める事項は、次に掲げる事項とする。

一　科学及び数学の理論

二　事業活動、純粋に精神的な行為の遂行又は遊戯に関する計画、法則又は方法

三　情報の単なる提示

四　コンピューター・プログラム（国内出願において先行技術の調査を行うものを除く。）
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H27-50〕 特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律に規定する国際出願に関して。

５ 特許庁長官は、国際予備審査の請求がなされた国際出願が発明の単一性の要件を満たしていない場合には、出願人に対し、相当の期間を指定して、国際予備審査を受けようとする請求の範囲を減縮し、又は所定金額に当該請求の範囲に記載されている発明の数から１を減じて得た数を乗じて得た金額の範囲内において政令で定める金額の手数料を追加して納付すべきことを命じなければならない。
（〇）　国願法１２条３項柱書。
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
（答弁書の提出）

第十三条　　審査官は、国際予備審査の請求に係る国際出願が次の各号の一に該当するときは、国際予備審査報告の作成前に、出願人に対しその旨及びその理由を通知し、相当の期間を指定して、答弁書を提出する機会を与えなければならない。

一　請求の範囲に記載されている発明に、条約第三十三条（2）、（3）又は（4）に規定する新規性、進歩性又は産業上の利用可能性がないとき。

二　国際予備審査報告において条約第三十五条（2）に規定する意見を述べる必要があるときその他経済産業省令で定めるとき。

☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
（国際予備審査の請求の手続の不備等）

第十四条　　国際予備審査の請求につき、第十八条第二項（同項の表三の項に掲げる部分に限る。）の規定により納付すべき手数料が納付されていないことその他経済産業省令で定める事由がある場合において特許庁長官又は出願人が執るべき手続及びその効果については、政令で定める。

☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
（準用）

第十五条　　第九条の規定は、出願人が国際予備審査の請求をした場合に準用する。

第五章　雑則

☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆★☆☆｜☆☆☆★☆｜☆
（代表者等）

第十六条　　二人以上が共同して国際出願をした場合におけるこの法律の規定に基づく手続については、経済産業省令で定める場合を除き、出願人の代表者がこれを行い、又はその代表者に対してこれを行うことができる。

２　特許庁長官は、二人以上が共同して国際出願をした場合において出願人が代表者を定めていないときは、経済産業省令で定めるところにより（※願書に、最初に記載されている者）、出願人の代表者を指定することができる。

３　代理人によりこの法律の規定に基づく手続をしようとする者は、第十九条第一項前段において準用する特許法第七条第一項本文の規定により法定代理人により手続をしようとする場合その他政令で定める場合を除き、弁理士又は弁護士を代理人としなければならない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2019-条05〕　特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律に関して。

4 特許庁長官は、２人以上が共同して国際出願をした場合において出願人が代表者を定めていないときは、願書に記載された出願人のうちであって、特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律で規定する日本国民等のうちいずれかのものを代表者として指定することができる。
（×）　特願法１６条、国願法施規第７１条。願書に記載されている日本国民等のうち、最初に記載されているもの。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H25-19〕　特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律に規定する国際出願に関して。

(ｲ) ２人以上が共同して国際出願をした場合に、出願人が代表者を定めていないときは、出願人に対し、相当の期間を指定して、代表者を選任して届出をすることが命じられる。
（×）　国願法１６条２項。願書に、最初に記載されている者を指定することができる。
《　参考：特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律施行規則　》
（特許庁長官による代表者の指定）

第七十一条　　法第十六条第二項の規定による出願人の代表者の指定は、出願人として願書に記載されている日本国民等のうち、最初に記載されているものについて行うものとする。

☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆★☆｜☆
（手続の補完等の特例）

第十七条　　出願人が第四条第二項の規定による命令又は第五条第一項の規定による通知を受ける前に、その命令又は通知を受けた場合に執るべき手続を執つたときは、経済産業省令で定める場合を除き、当該手続は、その命令又は通知を受けたことにより執つた手続とみなす。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2019-条05〕　特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律に関して。

3 国際出願の願書において当該出願を条約に従って処理すべき旨の申立てを記載しなかったとき、特許庁長官による手続の補完命令を受ける前であっても、国際出願として提出された書類が特許庁に到達した日から２月を経過した後でなければ、出願人が手続の補完をすることにより、当該手続は、補完命令を受けたことにより執った手続とみなす。
（〇）　国願法１７条、国願法施規第７２条柱書。
・国際出願の願書において当該出願を条約に従って処理すべき旨の申立てを記載しなかったとき　⇒第３条２項１号
・特許庁長官による手続の補完命令を受ける
⇒第４条１項２号、第４条２項
《　参考：特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律施行規則　》
（手続の補完等の特例が認められない場合）

第七十二条　　法第十七条の経済産業省令で定める場合は、次の各号に掲げる手続を当該各号に掲げる日から二月を経過した後に執つた場合とする。
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆★｜☆☆☆☆☆｜☆
（手数料）

第十八条　　第九条（第十五条において準用する場合を含む。）の規定による請求をする者は、実費を勘案して政令で定める金額の手数料を納付しなければならない。

２　次の表の第二欄に掲げる者は、それぞれ同表の第三欄に掲げる金額の範囲内において政令で定める金額に同表の第四欄に掲げる金額を合算して得た額の手数料を納付しなければならない。
３　特許法第百九十五条第四項、第五項、第七項、第八項及び第十一項から第十三項までの規定は第一項及び前項の規定により納付すべき手数料（同項の表の第四欄に掲げる金額に係る部分を除く。）並びに第八条第四項又は第十二条第三項の規定により追加して納付すべきことを命じられた手数料について、同法第百九十五条第八項及び第十一項から第十三項までの規定は前項の規定により納付すべき手数料（同項の表の第三欄に掲げる金額の範囲内において同項の政令で定める金額に係る部分を除く。）について、それぞれ準用する。
★第１８条第２項の表
	
	第二欄
	第三欄
	第四欄

	一
	特許庁が国際調査をする
国際出願をする者
	
	条約第三条（4）（iv）の手数料のうち、国際事務局（条約第二条（xix）の国際事務局をいう。以下同じ。）に係るものの金額として政令で定める金額

	
	イ　明細書及び請求の範囲が
日本語で作成されている場合
	一件につき
十四万三千円
	

	
	ロ　明細書及び請求の範囲が
第三条第一項の経済産業省令で定める外国語で作成されている場合
	一件につき
二十二万千円
	

	二
	特許庁以外の
条約に規定する国際調査機関が国際調査をする
国際出願をする者
	一件につき
一万三千円
	条約第三条（4）（iv）の手数料のうち、特許庁以外の条約に規定する国際調査機関及び国際事務局に係るものの金額として政令で定める金額

	三
	国際予備審査の請求をする者
	
	条約第三十一条（5）の手数料のうち、国際事務局に係るものの金額として政令で定める金額

	
	イ　一の項第二欄イに掲げる場合
	一件につき
四万八千円
	

	
	ロ　一の項第二欄ロに掲げる場合
	一件につき
七万七千円
	


□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H27-50〕 特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律に規定する国際出願に関して。

３ 国が国際出願をする場合は、特許庁が国際調査を行う国際出願をする者が納付すべき手数料の一部についても、納付を求められることはない。
（×）　国願法１８条２項表１、３項かっこ書。国が出願人の場合、第三欄の手数料は免除されるが、第四欄の手数料は支払う必要がある。
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆★☆｜☆
（特許法の準用）

第十九条　　特許法第七条第一項から第三項まで、第八条、第十一条、第十三条第一項及び第四項、第十六条、第二十条並びに第二十一条の規定は、この法律の規定に基づく手続に準用する。この場合において、条約又は特許協力条約に基づく規則（以下「規則」という。）に別段の定めがあるときは、その定めを実施するため、政令でこれらの規定の特例を定めることができる。

２　特許法第四十七条第二項の規定は、国際調査及び国際予備審査に準用する。

３　特許法第百九十五条の三の規定は、この法律又はこの法律に基づく命令の規定による処分に準用する。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2019-条05〕　特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律に関して。

5 特許法第８条(在外者の特許管理人)の規定は、特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律の規定に基づく手続に準用されない。
（×）　国願法１９条１項。準用される。
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
（経済産業省令への委任）

第二十条　　第二条から前条までに定めるもののほか、国際出願、国際調査及び国際予備審査に関し条約及び規則を実施するため必要な事項の細目は、経済産業省令で定める。

☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
（条約に基づく機関としての事務）

第二十一条　　この法律の規定は、工業所有権に関する国際協力の見地から必要がある場合において、条約若しくは規則又はこれらに基づいて締結された取決めに従つて、特許庁がこの法律及び特許法その他の法律の規定に基づいて行うべき事務の円滑な遂行に支障のない範囲内において、この法律の規定の適用を受ける者以外の者に関し条約に規定する受理官庁、国際調査機関又は国際予備審査機関としての事務を行うことを妨げるものではない。
《改訂履歴》
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